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ご紹介に預かりました、国土交通省の横山でご

ざいます。大臣官房参事官土地政策担当と書いて

ありますが、物理的には、土地・建設産業局に所

属しております。実は、このポスト自体が、去年

の夏にできたポストでございまして、今からお話

しする所有者不明土地問題を中心に、非常に土地

の問題が大きくなってきたので、課長級のポスト

が純増で付いたということで、私が初代で就かし

て頂いた仕事でございます。そういう意味で、今

私が土地・建設産業局の中で、関係課を束ねる形

で、あと当然省内の関係局とか、霞が関に非常に

多岐にわたる関係省庁がございますので、その辺

りとも調整させて頂きながら、少しでも対策が前

に進むように取り組んでいるという立場でござい

ます。そういう立場で、今日、お時間を頂きまし

て、最近のこの所有者不明土地問題に関する政府

等の動きについて、ざっとご説明させて頂きたい

と思います。先ほどご紹介ありました、できまし

た新しい法律の詳しい話は、後半、担当の補佐か

らさせたいと思いますので、そこも含めて、今ど

ういう状況になっていて、これからどういう課題

があるのか辺りを、私の方からざっとご説明した

いと思います。 

まず、所有者不明土地問題の現状と課題という

ことで、皆さんもある程度、予備知識はお持ちか

なと思いますけれども、どういう話からこういう

話が始まったか、という辺りから入らせて頂きた

いと思います。 

具体的な事例のイメージを持って頂くというこ

とで、資料を持ってきてございます。一つの典型

的な例で、現場で非常に筆が分かれた状態で土地

が持たれていて、相続登記がされていない。です

ので、実際に誰が所有者なのか分からないような

ケースでございます。これを使おうと思いますと、

なかなか難しいと。あるいは、そういう状況でご

ざいますので、草が生い茂ったり、ごみが捨てら

れたりということも出ている、ということでござ

います。地元でどうにか活用しようと考えました

けれども、なかなか取っ掛かりがないというよう

な、こういう問題が発生しているというような例

でございます。 

それから、こちらは、登記簿上の所有者の名前

は分かるのですけれども、一体どこに行ってしま

われたのか分からないというようなケースであっ

た、というふうに聞いていますけれども、現実に、

恐らく誰が見ても多分不法投棄なのだろうなと思

われるものが置いてあったりすると。恐らく、こ

の土地所有者が自らの意思で置いているとは思え

ないのですけれども、ではそれを強制的にどうに

かできるかというと、なかなか手だてがないとい

うような問題が、結構、地域で出ているというこ

とです。一度、宅地として利用者がいたような土

地が、こういう状況になっているというケースが、

結構、出てきているというような、一つの例でご

ざいます。 

個別具体的には、ああいうものがたくさん見ら
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れるということなのでございますけれども、全体

の認識として、要はこういう問題がひたひたと増

えてきて、色んなところで話題になってきている

と。周りの人が迷惑して、どうにかしたいとか、

あるいは積極的に利用したいみたいな話があると

きに、どうやってアプローチしたらいいのかとい

うことで、皆さん途方に暮れてらっしゃる、とい

うような課題があったわけでございます。例えば、

国の直轄事業の用地取得業務においても、あい路

がどこにあるかというような問題が、所有者不明

で、なかなか進まないというような割合がどんど

ん増えてきている、というようなデータもござい

ます。それから、所有者不明等の問題により事務

負担が増加している主な理由として、この円グラ

フにあるような、権利者が多数で、なかなかアプ

ローチできないとか、今の既存の制度でなかなか

問題が解決できない、というような指摘も出てい

るところでございます。 

下に整理してございますけれども、課題として

は、所有者の探索に関して、なかなか所有者情報

そのものがアクセスできないで非効率になってい

るとか、仮に昔の所有者が分かって、その相続人

を探すというようなケースもあるわけですけれど

も、そういうことに非常にコストがかかっている

と。あるいは、結果的に見つからないといったと

きに、どうやって前に進めていくか。今の制度で

は、非常にそこに手間とか時間的なコストがかか

っている、というようなことが指摘されているわ

けでございます。右に書いてございますけれども、

北海道の登記名義人の法定相続人のうち、所在不

明の方が 1人いらっしゃったので、3回も静岡県に

訪問したと。色々周りの人に聞いてみたけれども、

結果的に把握できなかった、というような課題も

ありましたというようなことが、ご指摘があった

わけでございます。 

こういうようなことが、非常に社会問題になっ

てきたということでございますけれども、これは、

国土交通省や公共団体で公共事業などに関わられ

ている方にとっては、実は昔から多かれ少なかれ

話題になっていた話なのですけれども、一つの大

きな政治的な話題になったのは、東日本大震災が

起こったときに、復興事業を行おうとしたときに、

この問題が非常にクローズアップされたというの

が大きかったかなと思います。その辺りが、今の

この議論が進んできている直接的な契機だったの

ではないかと思います。それに対して、当初は、

現行制度でどういうことができるのかという議論

をある程度した、という期間がございました。こ

の最近の動きの一番上でございますけれども、国

土交通省の方でも、27年、28年辺りに関して、現

行制度で所有者をどうやって探すのかというふう

なことについて、ガイドラインを作るというよう

な取組をしてきたわけでございますけれども、現

行制度の中の運用をうまくいくようにするという

のでは限界があるのではないかということで、平

成 29年度辺りから、かなり議論が、制度改正など

も視野に入れて、本格化してきたという流れでご

ざいます。 

ざっと見て頂きますと、右の方にありますけれ

ども、与党とか民間の研究会みたいなところが、

議論をスタートさせまして、もう少しできること

があるのではないか、というような話になってき

たと。そういうような話を踏まえて、平成 29年度

に、政府として、骨太の方針に、この問題に対応

していくということが、かなり明確に打ち出され

たという経緯がございます。それを踏まえて、当

面やるべき制度改正に、29年度から 30年度、取り

組んだというような流れがございまして、さらに

平成 30年度の 1年後の骨太で、残された課題につ

いてしっかり取り組んでいくと、さらに第 2 ステ

ージに向けての政府の方針が打ち出されて、それ

に基づいて今取組が進んでいると。ざっとこのペ

ージを見て頂きますと、そういう流れを表してい

るものでございます。 

その中で、所有者不明土地等の公共的な事業で

の活用の円滑化ということが、まず大きなテーマ

になりました。先ほどご紹介した、平成 29年度の

骨太の方針の抜粋が、このページの真ん中あたり

に出ていますけれども、ここで打ち出された大き

なテーマとしては、公的機関の関与により、地域

ニーズに対応した幅広い公共的目的のための利用

を可能とする新たな仕組みを構築すべきであると。

そうして、関係省庁が一体となって、必要となる

法案の次期通常国会への提出を目指すということ

が打ち出されました。これは、一つの大きな契機

でございました。その上で、さらに、登記制度や

土地所有権の在り方に関しては、次の課題として、

関連する審議会等において検討に着手するように

という、プログラム的なことも既にこの時点でも

う目出しがされているというところでございます。 
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下の方に、その内容を後押しした自民党の「所

有者不明土地等に関する特命委員会」の中間取り

まとめの項目だけ書いてございますけれども、こ

こでも、骨太の内容につながるようなご指摘を頂

いておりまして、これが一つの推進力になって、

政府与党一体で、この問題に強力に対応していく

という流れが、このときに明確に打ち出されたと

いう状況でございます。 

これは、後ほど詳しい話は担当補佐の方から後

半させて頂きますけれども、その一つのアウトプ

ットとして、国土交通省と法務省が中心になって

立案いたしましたのが、この法律でございます。

昨年の通常国会で成立しているものでございます

けれども、詳しい説明は省かして頂きますけれど

も、ポイントは、収用に関する特例、それから、

地域福利増進事業と言っておりますけれども、地

域において 10年間、暫定的と言っていいと思いま

すけれども、利用権を設定して、所有者不明土地

を使えるような手続、新しい公共事業の概念みた

いなものを作りだしたと言ってもいいと思います

けれども、そういうようなことがポイント。それ

と密接につながっておりますけれども、その所有

者を探索するやり方について、合理化をするとい

うところがポイントでございます。この辺りを措

置しておりまして、この所有者探索の合理化につ

いては、半年めどで施行するということで、昨年

11月 15日に施行されていると。下の真ん中の段で

すけれども。そして、全面施行が、実は先日の 6

月 1 日でございます。これは本格的な施行に今入

っているという状況でございます。 

この法律を実際に運用して頂くのは、実は県や

市町村が中心になりますので、これは、法律に直

接基づいているものではないですけれども、政府

の方針に基づいて、国土交通省、法務省が協力し

て、ブロック単位で、自治体とか専門の士業団体、

弁護士会とか司法書士会とかですね、こういうと

ころを巻き込んだ枠組みを作って、今制度普及と

啓発に取り組んでいるというようなこともやって

おります。これも後ほど詳しくご説明をさせて頂

く中に入っております。 

そして、次ですけれども、先ほど申し上げたよ

うに、当面取り組むこととして、公共的な目的で、

所有者不明土地であっても、何とか円滑に使える

ようにしましょうということで、制度の発展をさ

せたわけなのですけれども、残された課題として、

所有者不明土地問題をこれ以上大きくしないとか、

もう少し踏み込んだ、抜本的な解消に向けた議論

を、次の段階としてしなさい、ということでござ

います。ちょっと乱暴な言い方になるかもしれま

せんけれども、かなり公共的な観点で、限定的に

利用円滑化はやりましたけれども、通常の民民、

民間での事業とかにおいて、もう少しどういうこ

とができるのかとか、そもそも発生を抑制するに

は、どういうことをやっていけばいいのかと。こ

れは結論先取り的になりますけれども、結局、相

続登記がされていないということが、非常に大き

な問題になるわけですけれども、こういう問題に

どういうふうに対応していくかというような観点

でございます。 

下に、昨年の骨太の抜粋が出ておりますけれど

も、次の段階として、土地の管理や利用に関し、

所有者が負うべき責務やその担保方策、あるいは

不明な場合を含めて、地籍調査を円滑かつ迅速に

進めるための措置とか、相続登記の義務化等を含

めて、相続等を登記に反映させるための仕組み。

それから、登記簿と戸籍等の連携等による所有者

情報を円滑に把握する仕組み、あるいは土地を手

放すための仕組み等について検討して、2018 年度

中に制度改正の具体的方向性を提示した上で、

2020 年までに必要な制度改正の実現を目指すと。

はっきりと期限を切った形で、かなり踏み込んだ

テーマ設定をして、昨年の骨太に記載がされてい

るということでございます。ざっくり申し上げれ

ば、要はこれに基づいて、今取組が進められてお

りますということなのですけれども、その動きに

ついて、今からお話を少し、時間が許す限りさせ

て頂ければと思っています。 

今の文章でございますけれど、この骨太の方針

に書いてあること自体は、実は、話が前後します

けれども、この問題に対応するために、政府内に

関係閣僚会議というのが設置されています。この

関係閣僚会議で決めた方針に基づいて、その内容

が、この骨太の方針に、実は反映されているわけ

なのですけれども、その関係閣僚会議で、もう少

し詳細にどういうふうに何を進めていくのかとい

うことを意思決定したり、確認してきたりしてご

ざいます。この骨太に直接先立つものは、昨年の 6

月に一度、閣僚会議で確認されているのですけれ

ども、その後検討を進めて、直近では、今年の 2

月に、所有者不明土地等対策のための関係閣僚会
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啓発に取り組んでいるというようなこともやって

おります。これも後ほど詳しくご説明をさせて頂

く中に入っております。 

そして、次ですけれども、先ほど申し上げたよ

うに、当面取り組むこととして、公共的な目的で、

所有者不明土地であっても、何とか円滑に使える

ようにしましょうということで、制度の発展をさ

せたわけなのですけれども、残された課題として、

所有者不明土地問題をこれ以上大きくしないとか、

もう少し踏み込んだ、抜本的な解消に向けた議論

を、次の段階としてしなさい、ということでござ

います。ちょっと乱暴な言い方になるかもしれま

せんけれども、かなり公共的な観点で、限定的に

利用円滑化はやりましたけれども、通常の民民、

民間での事業とかにおいて、もう少しどういうこ

とができるのかとか、そもそも発生を抑制するに

は、どういうことをやっていけばいいのかと。こ

れは結論先取り的になりますけれども、結局、相

続登記がされていないということが、非常に大き

な問題になるわけですけれども、こういう問題に

どういうふうに対応していくかというような観点

でございます。 

下に、昨年の骨太の抜粋が出ておりますけれど

も、次の段階として、土地の管理や利用に関し、

所有者が負うべき責務やその担保方策、あるいは

不明な場合を含めて、地籍調査を円滑かつ迅速に

進めるための措置とか、相続登記の義務化等を含

めて、相続等を登記に反映させるための仕組み。

それから、登記簿と戸籍等の連携等による所有者

情報を円滑に把握する仕組み、あるいは土地を手

放すための仕組み等について検討して、2018 年度

中に制度改正の具体的方向性を提示した上で、

2020 年までに必要な制度改正の実現を目指すと。

はっきりと期限を切った形で、かなり踏み込んだ

テーマ設定をして、昨年の骨太に記載がされてい

るということでございます。ざっくり申し上げれ

ば、要はこれに基づいて、今取組が進められてお

りますということなのですけれども、その動きに

ついて、今からお話を少し、時間が許す限りさせ

て頂ければと思っています。 

今の文章でございますけれど、この骨太の方針

に書いてあること自体は、実は、話が前後します

けれども、この問題に対応するために、政府内に

関係閣僚会議というのが設置されています。この

関係閣僚会議で決めた方針に基づいて、その内容

が、この骨太の方針に、実は反映されているわけ

なのですけれども、その関係閣僚会議で、もう少

し詳細にどういうふうに何を進めていくのかとい

うことを意思決定したり、確認してきたりしてご

ざいます。この骨太に直接先立つものは、昨年の 6

月に一度、閣僚会議で確認されているのですけれ

ども、その後検討を進めて、直近では、今年の 2

月に、所有者不明土地等対策のための関係閣僚会

 

議が開催されています。 

9 ページですけれども、この工程表というのは、

その 2 月の直近の関係閣僚会議で確認された工程

表でございます。今申し上げたように、この前提

は 6 月に決めたことなのですけれども、大きな流

れは、6月のものを引き継いで少し前に進めたとい

うことなので、これを今日はお持ちしてございま

す。ちなみに、実は次の関係閣僚会議が近々開か

れることになっていますので、またちょっと進む

ことにはなるのですけど、大きな流れはこれで理

解頂けるので、これをご紹介させて頂きたいと思

います。 

見て頂きますと、一番上の欄には、最初に先ほ

どご紹介いたしました、所有者不明土地の利用の

円滑化法を始めとする、できた法律のしっかりし

た施行、円滑な施行を進めていく、ということが

一番上の段に流れとして書いてございますけれど

も、残された課題が、その下、大きく言うと三つ

ぐらい流れが出ていますけれども、本当は細かく

はもっとテーマはあるのですけれども、この三つ

が大きなテーマだということで、この工程表には

書き出されているということでございます。 

大きく言うと、その土地所有に関する基本制度

の見直し。それから、登記制度・土地所有権の在

り方等に関する検討。一番下が、土地所有者情報

を円滑に把握する仕組み等。ざっくり言いますと、

この一番上のこの流れが、国土交通省が中心にな

って取り組ませて頂いている課題です。真ん中の

課題は、実は法務省が中心になって取り組まれて

いる。一番下は、メインプレーヤーは法務省、農

林水産省、総務省辺りなのですけれども、関係省

庁が連携して、土地所有者情報に関わるデータを

いかに統合していくかという取組を進めていると

いうテーマでございます。 

今日は、主に一番上を中心にご説明するわけな

のですけれども、実は他の二つの段は、車の両輪

のように今進めているところでございます。国土

交通省の国土審議会、土地政策分科会の検討です

ね。それから、法務省は、まず研究会を置かれて、

かなり濃密な議論をしてこられました。この両方

の議論の取りまとめが、実は 2 月に 1 度行われて

いると。そのタイミングで関係閣僚会議が開かれ

たという関係になっているわけですけれども、こ

の 2月に、それぞれ次の 2020年に法改正につなげ

る大きな考え方の方向性を打ち出した、という段

階になっています。今それを踏まえて、具体化に

向けた議論が、それぞれ国土審議会、法制審議会

で引き続き行われている、という状況でございま

す。 

最終的に何を目指しているかということでござ

いますけれども、国土交通省としては、この大き

な流れのうち、より上に書いてある方ですけれど

も、土地所有者の責務とか、土地の適切な利用管

理のための措置というものを、土地基本法を改正

して、打ち出していくということで、プログラム

が組まれているということです。もう一つ、地籍

調査の円滑化・迅速化、所有者不明であっても調

査が進むようにというようなこととか、そもそも

地籍調査が進むことが、所有者不明土地問題をこ

れ以上悪くしないという関係にもなってきますの

で、これをしっかりやっていくということに関し

ても、来年に国土調査法等の改正をやって、実は

これはある意味このタイミングになったという面

がございますけれども、地籍整備を含めた国土調

査を、10 カ年計画に基づいて進めているわけなの

ですけれども、ちょうど来年度からそれが新しい

10 カ年計画に移らなきゃいけない時期にきていま

す。逆に言うと、今年度で、今の 10カ年計画が終

わるということなのですけれども、それに向けて

は、特別措置法というものの改正も必要になって

きます。そういうようなことを来年目指している

という段階にきているということでございます。 

それから、法務省はこれと並行して、この下の

部分がより本質的な問題なのですけれども、民法、

不動産登記法の見直しをしていくということで、

相続登記の義務化とか、土地所有権の放棄を認め

る仕組みみたいなことを、民法上どういうふうに

位置付けていくか、という議論を始めてらっしゃ

います。これを民法とか不動産登記法の改正に結

び付けていくということで、今、大車輪でやられ

ています。 

若干話が逸れますけれども、法制審議会で基本

的な法律の改正の議論をやるとなると、数年かけ

てやられるのが普通なのですけれども、今のスケ

ジュール管理ですと、1年程度で法制審議会での議

論を終えるというような、非常にハイペースな議

論の予定でやってらっしゃるということです。そ

れで、かなり大胆な民法の改正とか不動産登記制

度の改正を目指されているということで、私も参

加させて頂いていますけれども、法制審に、民法・
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不動産登記法部会というのが置かれていますが、2

月に 3 回ぐらいのペース、やる日には午後 1 時か

ら 6 時まで、民法学者の先生たちとか専門家の人

たちが集まって、かんかんがくがく議論をされる

というようなペースで、今議論を進められている

という状況です。これで、民事法制の見直しにつ

なげていくというような動きが、今行われている

ということでございます。 

大きな流れは、こういうことなのですけれども、

国土交通省の方で、先ほど申し上げたように、2月

に土地基本法改正に向けての大きな考え方を、国

土審議会土地政策分科会に、具体的には特別部会

という部会を置いて、議論を頂いたのですけれど

も、そちらで議論をして頂いて、大きな方向性を

出して頂いています。それを少しご紹介させて頂

きたいと思います。 

先ほど申し上げましたように、土地基本法の改

正をしていきましょうという考え方です。今更何

で土地基本法の改正なのだということも感じられ

る方もいらっしゃるのではないかと思います。土

地基本法、ご案内かとは思いますけれども、実は

これ、平成元年に作られた法律でございまして、

作られて以来、形式的な改正はあったかとは思う

のですけれども、実質的な改正をすることは初め

てであります。平成元年に作ったということは、

実はバブル期の問題意識に基づいて作って、でき

てそれが作用する頃には、ちょっと効き過ぎたぐ

らいのタイミングだったわけですけれども、そう

いうことも含めてかなり、今まで不磨の大典とし

てずっと置いておかれたという感じでございます。

当時は、地価対策というのが土地政策そのもので

あったわけですけれども、今はあえて申し上げれ

ば、所有者不明土地問題対策が土地政策であると

いう状態になっていますので、土地政策の基本法

典であるこの法律を、少しバランスを見直さなけ

ればいけないのではないか、という議論をしてご

ざいます。 

そのバランスを見直すこと自体が自己目的とい

うよりは、先ほどもちょっと申し上げましたが、

法務省の議論と両輪になっているということが非

常にポイントで、民法でかなり踏み込んだ所有者

不明土地問題を解決できるような改正をして頂く

というためにも、土地政策、もうちょっと広く言

うと国土政策みたいなことに包含されるかもしれ

ませんけど、しっかり国土や土地を管理していく

という観点から、こういう方向性でものを考えな

ければいけないということを、やはりある意味外

部的にちゃんと打ち出さないと、なかなか民法の

改正という内発的な議論だけで、大きな改正をす

るというのは、そこまで推進力が働かないのでは

ないかという問題意識もありまして、土地基本法

を改正するぐらいの、政府全体としての政策の方

向感を出すので、それに沿って民法等の改正もか

なり踏み込んだものをやっていく、というような

関係になっている、というふうに理解頂ければと

思います。土地基本法自体は非常に理念的で、方

向感を出す、プログラムを書くみたいなレベルの

ものなので、それ自体が何か作用するわけではな

いのですけれども、そういうことに繋がっている

のだということで、ご理解頂ければと思います。 

土地基本法、条文までは持ってきていませんけ

れども、条文を見るほどのものでもないと言った

ら怒られるのですが、ものすごく抽象的な骨組み

だけみたいな法律です。ほとんど書いてあること

の要素は、この三つしかございません。基本理念

と、関係者の責務と、基本的施策。これしか書い

ていないような法律です。何か具体的に国が計画

作るだの何だのとか、そんなことは全然書いてい

ない。あえて言えば、土地白書を作らなければい

けないということは書いてあるのですけれども、

そういうような法律です。その全てのレベルで基

本的な理念、考え方、それから、それのために、

それぞれ権利者に責任があるのではないかという

話とか、公がどういう施策を展開しなければいけ

ないか、ということにおいて、問題意識としては、

やはり当時の投機的取引の抑制で、土地利用のニ

ーズは旺盛にあるという前提に立った土地利用規

制みたいな考え方で、大体一貫しているわけでご

ざいますけれども、今日的な視点で言うと、もう

土地はいらないというような局面がある中で、土

地を積極的に利用する気も無いみたいな場合に、

どういう規律が働くのかという方向感が、非常に

不明確だというようなご指摘を頂いています。そ

の結果として、要は、利用という言葉が出てくる

わけなのですけども、日常の日本語の管理みたい

な概念は、全然出てこないので、そういうものを

しっかりしていくということを打ち出すという方

向で、この基本理念にしても、関係者の責務にし

ても、基本的施策にしても、見直しが必要なので

はないかというご指摘を頂いているところでござ



土地総合研究 2019年夏号 165

 

不動産登記法部会というのが置かれていますが、2

月に 3 回ぐらいのペース、やる日には午後 1 時か

ら 6 時まで、民法学者の先生たちとか専門家の人

たちが集まって、かんかんがくがく議論をされる

というようなペースで、今議論を進められている

という状況です。これで、民事法制の見直しにつ

なげていくというような動きが、今行われている

ということでございます。 

大きな流れは、こういうことなのですけれども、

国土交通省の方で、先ほど申し上げたように、2月

に土地基本法改正に向けての大きな考え方を、国

土審議会土地政策分科会に、具体的には特別部会

という部会を置いて、議論を頂いたのですけれど

も、そちらで議論をして頂いて、大きな方向性を

出して頂いています。それを少しご紹介させて頂

きたいと思います。 

先ほど申し上げましたように、土地基本法の改

正をしていきましょうという考え方です。今更何

で土地基本法の改正なのだということも感じられ

る方もいらっしゃるのではないかと思います。土

地基本法、ご案内かとは思いますけれども、実は

これ、平成元年に作られた法律でございまして、

作られて以来、形式的な改正はあったかとは思う

のですけれども、実質的な改正をすることは初め

てであります。平成元年に作ったということは、

実はバブル期の問題意識に基づいて作って、でき

てそれが作用する頃には、ちょっと効き過ぎたぐ

らいのタイミングだったわけですけれども、そう

いうことも含めてかなり、今まで不磨の大典とし

てずっと置いておかれたという感じでございます。

当時は、地価対策というのが土地政策そのもので

あったわけですけれども、今はあえて申し上げれ

ば、所有者不明土地問題対策が土地政策であると

いう状態になっていますので、土地政策の基本法

典であるこの法律を、少しバランスを見直さなけ

ればいけないのではないか、という議論をしてご

ざいます。 

そのバランスを見直すこと自体が自己目的とい

うよりは、先ほどもちょっと申し上げましたが、

法務省の議論と両輪になっているということが非

常にポイントで、民法でかなり踏み込んだ所有者

不明土地問題を解決できるような改正をして頂く

というためにも、土地政策、もうちょっと広く言

うと国土政策みたいなことに包含されるかもしれ

ませんけど、しっかり国土や土地を管理していく

という観点から、こういう方向性でものを考えな

ければいけないということを、やはりある意味外

部的にちゃんと打ち出さないと、なかなか民法の

改正という内発的な議論だけで、大きな改正をす

るというのは、そこまで推進力が働かないのでは

ないかという問題意識もありまして、土地基本法

を改正するぐらいの、政府全体としての政策の方

向感を出すので、それに沿って民法等の改正もか

なり踏み込んだものをやっていく、というような

関係になっている、というふうに理解頂ければと

思います。土地基本法自体は非常に理念的で、方

向感を出す、プログラムを書くみたいなレベルの

ものなので、それ自体が何か作用するわけではな

いのですけれども、そういうことに繋がっている

のだということで、ご理解頂ければと思います。 

土地基本法、条文までは持ってきていませんけ

れども、条文を見るほどのものでもないと言った

ら怒られるのですが、ものすごく抽象的な骨組み

だけみたいな法律です。ほとんど書いてあること

の要素は、この三つしかございません。基本理念

と、関係者の責務と、基本的施策。これしか書い

ていないような法律です。何か具体的に国が計画

作るだの何だのとか、そんなことは全然書いてい

ない。あえて言えば、土地白書を作らなければい

けないということは書いてあるのですけれども、

そういうような法律です。その全てのレベルで基

本的な理念、考え方、それから、それのために、

それぞれ権利者に責任があるのではないかという

話とか、公がどういう施策を展開しなければいけ

ないか、ということにおいて、問題意識としては、

やはり当時の投機的取引の抑制で、土地利用のニ

ーズは旺盛にあるという前提に立った土地利用規

制みたいな考え方で、大体一貫しているわけでご

ざいますけれども、今日的な視点で言うと、もう

土地はいらないというような局面がある中で、土

地を積極的に利用する気も無いみたいな場合に、

どういう規律が働くのかという方向感が、非常に

不明確だというようなご指摘を頂いています。そ

の結果として、要は、利用という言葉が出てくる

わけなのですけども、日常の日本語の管理みたい

な概念は、全然出てこないので、そういうものを

しっかりしていくということを打ち出すという方

向で、この基本理念にしても、関係者の責務にし

ても、基本的施策にしても、見直しが必要なので

はないかというご指摘を頂いているところでござ

 

います。その管理、土地がしっかり管理されると

いうことを確保していくためには、今の現実を見

たときに、適切な役割分担をまず論じて、整理し

ていなければいけないのではないかという議論を

して頂いています。 

この辺りの四つの箱に非常に大ざっぱに整理し

てございますけれども、ちょっと詳しめには後ろ

にも資料を付けていますけれども、ざっくり言い

ますと、まずそもそも所有者が、自分が土地所有

者なのだから土地を管理するのは当たり前だとい

うようなことが、この法律においては実は全然宣

明されてない。あまりに当たり前過ぎたのかもし

れませんけれども、そういうことが書かれていな

いということで、そういうことをはっきりさせて

いくべきだというご指摘を頂いています。その上

で、管理というものの幅なのですけれども、物理

的に管理するというのは当然含んでいるわけです

が、重要なのは、登記をしておくとか、境界をは

っきりさせておくということも、そういう管理を

ちゃんとしておくということに含まれる、という

ことを明確に打ち出して頂いているということで

ございます。 

まずこれが基本であるという指摘の上で、しか

し今このことを縷々論じている現実の問題は、そ

の所有者がなかなかそこができないとか、やって

いないみたいな問題ですので、それが周辺とか社

会に悪影響とか問題を発生させているという現実

に対して、どうアプローチしなければいけないか

ということがございますので、これを必要に応じ

て周りが鼓舞したり、補完してあげたりしなけれ

ば、やっぱりいけないのではないかと。そういう

ことを議論頂いていると。下から矢印が出ていま

すけれども、その周辺の方々とか地域コミュニテ

ィーなどが、所有者の責務を補完する役割という

のが期待されるのではないか、というような議論

も出てございます。 

その上で、公共団体とか国が、そういうちゃん

と役割を果たそうとされる所有者とか地域に対し

て、支えていくというような考え方が必要なので

はないかと。特に公共団体は、地域の公益を実現

するという立場がありますので、その観点から必

要なことはやっていく、という考え方になるので

はないか。それから国は、そういう自治体を助け

ていくというふうなことも含めて、この土地政策

に関しての責任を担うという立場から、しっかり

関連制度を構築していくとか、こういう取組がう

まくいくような、広い意味でのインフラみたいな

ものを整えていかなければいけない、という指摘

を頂いています。それは、所有者が誰であるか分

かるような情報インフラでありますとか、最終的

に誰も管理できないみたいな土地をどういうふう

にしていくかというような枠組みでありますとか、

そういうふうなことが求められているのではない

か、というご指摘を頂いているところでございま

す。 

そして、右の箱でございますけれども、こうい

う役割分担とか責任みたいなものを考えていった

ときに、しっかりやっていこうという人たちを支

えていくための施策メニューみたいなものが、今

の土地基本法の基本的施策のメニューからは、ち

ょっと伺えないところがございますので、追加し
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とがうまく機能するには、共有者とか隣人、ある
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限を持っていない土地に対してアプローチするこ

とをうまく円滑にできるようにしなければいけな

いのではないか。いちいち裁判を起こさないと、

例えばそういう問題に対応できないみたいなこと

では、なかなか問題が円滑に解決できませんので、

そういう措置が必要なのではないかということを

うたうべきである、というふうな指摘を頂いてい

ます。これは、先ほど冒頭でちょっと申し上げた

ような、具体的には、民法の改正で引き受けて頂

くようなこととのつながりがある。必ずしもこの

問題も、この措置に関しても、民法だけで受けき

れない部分もあるかもしれませんけれども、大き
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な要素としては、民法をいかに改善して、例えば

隣人の方とか周辺の方とかが所有者ではない立場

でできることを、どういうことができるかとか、

それをやるのにどういう手続でできるかみたいな

ことを、現実に動くような形で再設計していくよ

うなことを議論頂きたいという方向感を出してい

る、出していかなければいけない、というご指摘

を頂いているということです。 

それから、一番下ですけれども、これは国がか

なり主体的に、自治体とも連携しながら取り組ま

なければいけないテーマの一つですけれども、広

い意味でのインフラをいかに整えていくかという

ことですね。所有者が分からなければ、そもそも

分からないということがこういう問題、こういう

仕組みがうまく動かないことの一つの原因でもあ

りますので、所有者が分からない場合にどうする

かということも含めて考えなければいけないです

けれども、所有者が分かるようにすることが非常

に重要ですから、その所有者が分かるような情報

基盤をいかにつくっていくかということ。それか

ら、そもそもその所有の対象になっている土地が、

実は厳密に言うと、座標空間上どこにあるか分か

らないということもあるわけですので、そういう

意味からも、地籍調査をしっかり進めていくとい

うことが、非常に大きな課題になるということも

ご指摘頂いています。 

この辺りも、今更感もあるのですけれども、土

地基本法と言っておきながら、実は地籍調査を進

めていかなければいけないとか、登記をしっかり

整えていかなければいけないみたいなことが、逆

に言うと今書かれていないっていうところが、要

は作られたときの時代背景として、そういう問題

意識がそんなになかったということの表れなのか

もしれませんが、そういうことを改めて、今日の

視点から土地基本法を作るのであれば、どういう

観点が求められているのかというような議論で、

特に、この 2 月で取りまとめて頂いた問題意識と

いうのは、所有者不明土地問題を解決するという

観点から、どういう要素を付け足していかなけれ

ばいけないのかと、あるいは再構成していかなけ

ればいけないのかという方向感を出して頂いた、

ということでございます。ちょっとお時間を頂い

て、この辺りを説明させて頂きました。詳しめに

は、この後 3ページぐらい付けていますけれども、

ポイントは今説明したので、後はお目を通して頂

ければと思います。 

あとは、地籍調査の円滑化・迅速化の措置も、

この議論と並行して進めさせて頂いているのです

けれども、先ほど申し上げたように、所有者不明

土地問題そのもの、その地籍調査自体が所有者不

明土地にぶつかって進まないというストレートな

関係と、地籍調査が進まないことが、所有者不明

土地問題をより悪くする方向性にもなりかねませ

んので、やっぱりしっかり進めていかないといけ

ないという、ちょっと息の長い問題意識と、両方

含んでおりますけれども、この所有者不明土地問

題対応の文脈で、地籍調査の円滑化・迅速化の議

論が進められているところでございます。 

一つは、その調査をしっかり進めていく課題と

して、今申し上げたように、所有者の所在が分か

らないと、基本的には調査が止まってしまうと。

立ち会って頂く所有者が見つからないと、止まっ

てしまうという課題がございますので、それをど

うにか解決したいという問題意識でございます。

ここに、これまでと改善の方向性を書いてござい

ますけど、ざっくり言いますと、まず所有者の探

索段階で、関連情報へのアクセスの円滑化という

ことが求められている。これは、実は、所有者不

明土地法で議論したことを、ある意味地籍調査で

も同レベルで議論するということでございます。

探索の範囲をある程度合理化してしまって、徹底

的にと言うと変ですけれども、やり過ぎないとい

うところも含めて、公共用地の取得のところで合

理化したことを、地籍調査の所有者探索のところ

でも、同じ考え方を取り込みましょうというよう

な議論をして頂いているということです。 

もう一つは、結果的に見つからない場合に、も

うどうしようもなくなるみたいな話をどうにか解

決できないかということですけれども、例えば所

有者不明であれば、ある程度客観的情報に基づい

て筆界が作れるのであれば、もうこれでいいです

ねと公告して、調査を前に進めるみたいな、新た

な手続みたいなことが考えられないかとか、逆に、

お年寄りや遠方居住者が増えて、立ち会ってくれ

と言われてもという話もありますので、そういう

問題を合理化できないかという話。 

それから、法務省が、最終的に所有者が合意で

きない場合にも、筆界特定制度という、職権で筆

界を特定する制度を持っているわけなのですけれ

ども、所有者さん自身がそれを求めなければ作動
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しない形になっているのですけれども、地籍調査

の事業の流れの中で、地籍調査の主体が、この筆

界特定制度を使ってほしいという形で、法務局の

方に話を持っていけるようなことも考えていきた

いと。こういう職権で決めるみたいなことをやる

には、客観的情報があることが前提になりますけ

れども、そういうような、今ではできない仕組み

を考えていくということです。 

あるいは、なかなか調査が進んでいない都市部

とか山村部で課題を解決できないかということで、

都市部では、官民境界の確定作業を前に進めるよ

うなことを少し進化できないかと。法律上の位置

付けも与えてやっていけないか、というようなこ

とです。それから、山村部では特に、新しい技術

を、都会ほどの精度が求められないという点も考

慮しながら、積極的に導入をできないかというよ

うな議論もして頂いている、というところでござ

います。 

国土交通省で議論をしているのは、今のような

ことが中心になってございます。今、この方向感

に基づいて、具体的に土地基本法でどういう措置

をしていくかという検討を始めているところでご

ざいます。 

今日は、ちょっと時間も限られていますけれど

も、法務省の方の資料もお持ちしています。私が

専門的に解説する立場でもないのですけれども、

ざっとだけ説明させて頂きます。一つは、これは、

まず昨年の成果なのですけど、共有私道で何かや

ろうとすると、どういうことが自分だけでできる

のかとか、共有私道の共有者の半分の過半数の意

思決定でできるのか、やっぱり全員合意でないと

できないのかみたいなことが、一般の人には非常

に分かりにくいと。安全サイドに立って、全員合

意ではないとできないみたいな感じになりがちだ

し、よく言われるのが、公共団体がこういう私道

を整備したり、保存行為を助けるみたいな、単独

費の補助事業を持っていたりするのですけれども、

そのときに、安全サイドに立って、全員合意の印

鑑証明を取ってこいみたいなことを言われて、そ

れがネックになって動かないとか、そういう指摘

が出たりしていて、法務省が中心になって、今の

民法の原則に立てば、こういうケースは単独でで

きる、こういうケースも単独でできる、こういう

ケースは過半数でできるみたいな、分かりやすい

解説をしたものが出されていまして、これでかな

りこういうものが円滑に運用できるような状態に

なっているという成果物の一つです。 

それから、この国会に法務省が出された法律で

すけれども、表題部所有者不明土地の登記および

管理の適正化に関する法律。これはもう既に成立

しましたが、この表題部所有者不明土地というの

は、よく変則型登記と言われている問題でござい

ます。変則型登記というのは、要は登記に明治期

の土地台帳を統合して、今の表題部と言われてい

る部分が形成されているわけですが、その明治の

土地台帳を引き継いだときに、割と乱暴にガチャ

ンとはめ込んだせいで、土地台帳には、実はバッ

クデータがあったりしたものもあるらしいのです

けれども、原始的な、最初に明治期に把握した所

有者が、何とかさんという名前しか書いていなく

てどこに住んでいたかは分からないとか、大字の

名前になっているとか、何とかさん外何名と書い

てあって外何名のリストがないとかですね。これ

は、何が問題かというと、その所有者探索、相続

人を探索していく端緒さえないという。ですから、

もう基本的には部外者にはお手上げ状態なので、

これをどうにかしようと。所有者不明土地問題、

ある程度のパーセンテージはこれがネックになっ

て、しかも放っておくとほとんど解決不可能な世

界。 

法律の趣旨は、これを職権で、法務局が登記を

調査しますというところになるわけですが、さら

に実質的なポイントは、見つからなかったら諦め

るという仕組みが入っている。諦めたところに関

しては、今の民法の不在者財産管理だとかという

制度とは別の財産管理制度、この法律に基づく財

産管理制度を活用して、必要に応じて、処分まで

いけるという仕組みです。 

この仕組みが画期的なのは、実は、今の民法の

大議論の一つは、不在者財産管理制度とか相続財

産管理制度を、いかに土地政策の側から見たとき

の使い勝手の悪さを解決してもらうかという問題

なのですけれども、ご案内の方もあると思います

が、要は、不在者財産管理制度は人に着目した制

度なので、ある土地のことが問題になって、その

人が不在者だということで不在者財産管理制度を

使おうとしても、その不在者さんの全財産の把握、

保全みたいなことをするのが不在者財産管理人な

ので、ものすごくコストも時間もかかるわけです

ね。話題になっている土地のことだけで話は済ま
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ないということです。ところがこの仕組みは、そ

もそも所有者が分からなくて、名寄せもできない

ということから、当然と言えば当然なのですけど、

その問題になっているその個別の土地の管理人を

決められるということなので、非常に身軽な財産

管理人制度が、初めて日本の民事法制で公式にで

きた仕組みです。これがうまく運用されれば、民

法本体での土地の不在者財産管理制度みたいなも

のの改善も、可能性が高くなるということかなと

いうふうに、私は理解していまして、この制度が

円滑に運用されるというのは、非常に大きな画期

的なことではないかなというふうに思っています。 

法務省が研究会で 2 月に取りまとめをされて、

法制審で議論されている内容についての骨子をお

持ちしています。話題としては、下の段に書いて

ありますように、所有者不明土地をこれ以上発生

させない、増やさないという観点から、相続登記

の義務化等について真剣に議論するということで

すね。それから、所有者不明土地の発生を抑制す

る方策、その発生の契機は要するに、もう管理を

放棄してしまうということになっていますので、

ある意味ちゃんと意思を持って、次の管理者に引

き継ぐという、ちゃんとした仕組みとして、土地

所有権を手放せるというような仕組みを考えなけ

ればいけないのではないかという問題意識の議論

が行われています。 

それから、右の箱ですけれども、所有者不明土

地を円滑、適正に利用するための仕組み。公共性

が明らかな場合には、既に法律的な措置をしたわ

けですけれども、そうでもない、むしろ民民関係

の中でどう解決していくかみたいな議論を、さら

に踏み込んでやって頂いているということですけ

れども、共有者の一部が分からない場合に、どう

にもならない問題をどういうふうに解決していく

かとか、今先ほどちらっと申し上げました財産管

理制度をいかに使い勝手のいいものにして頂くか、

とかいうようなこと。それから、今、相隣関係と

いって、隣の人が隣の土地の木の根っこを切れる

だの、枝が切れないだのみたいな話があるわけで

すけれども、そういう規定が明治期から全然進歩

していませんので、そういうことを含めて、隣接

する土地、あるいは周辺の土地の人たちが、ある

土地に対して、自分の権利を保全したり迷惑を排

除するためにどこまでできるのか、みたいな議論

をされているというのがポイントになっています。

これもちょっと詳しいものを付けていますけども、

まだ結論は出ていませんので、これを縷々言って

もあれですので、これを参考にして頂ければ、ポ

イントは今申し上げた内容になっています。 

そういうような議論が、ある意味、まだ難しい

課題を抱えながら議論されている最中ということ

になりますけれども、一方で、国土交通省の方で

は、今、土地基本法の改正の方向感は大体出して、

土地基本法の条文をどうしていくかということは、

内部的にも今から作業を詰めていくわけなのです

けれども、土地基本法そのものは、最初にも申し

上げたように、プログラム的な法律であって、そ

れによって何かが起こるという法律ではないので、

ではそれに基づいて何をやるのかとか、何をもっ

と考えなければいけないのかみたいな議論を並行

して始めないと、そもそも土地基本法を、例えば

国会に提出しても、それでどうなるのという話に

なってしまう、ということでございます。 

ですので、先日、土地政策分科会が開催された

のですけれども、そちらで今後の検討スケジュー

ルというのを、非常に粗っぽい表ですけれども、

お示しして、今後の方針を確認して頂いています。

土地政策分科会に企画部会というものが置かれて

いますので、こちらで具体的な政策論を始めて頂

くと。来年、法律を出すまでには、もう少し魂の

こもった形で、土地基本法のプログラム規定に基

づいて、こういうことをやっていくとか、こうい

うことをやっていかなければいけないのではない

かという議論をやっています、というようなこと

がご説明できるような形で法律を出していきたい、

というふうなことで、年内にはそういうことがご

説明できるぐらいの取りまとめをしていきたい、

というふうに思っているということです。 

それから、土地基本法ができた後も、その土地

基本法の大きな方向感にしたがって、どんどん政

策を発展させていかなければいけませんので、基

本法ができた後も視野に入れて、さらに議論を進

めて、土地政策全体がこういうメニューで、こう

いうことをやっていくのだというようなことの議

論を続けていきたいというふうなことを、今始め

ようとしています。この企画部会のキックオフは、

できれば夏前ぐらいにはしたいなと思って、今、

一生懸命に日程調整しています。 

それから、先ほど申し上げたように、国土調査、

地籍整備の方は、10 カ年計画を来年度、新しいも
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ないということです。ところがこの仕組みは、そ

もそも所有者が分からなくて、名寄せもできない

ということから、当然と言えば当然なのですけど、

その問題になっているその個別の土地の管理人を

決められるということなので、非常に身軽な財産

管理人制度が、初めて日本の民事法制で公式にで

きた仕組みです。これがうまく運用されれば、民

法本体での土地の不在者財産管理制度みたいなも

のの改善も、可能性が高くなるということかなと

いうふうに、私は理解していまして、この制度が

円滑に運用されるというのは、非常に大きな画期

的なことではないかなというふうに思っています。 

法務省が研究会で 2 月に取りまとめをされて、

法制審で議論されている内容についての骨子をお

持ちしています。話題としては、下の段に書いて

ありますように、所有者不明土地をこれ以上発生

させない、増やさないという観点から、相続登記

の義務化等について真剣に議論するということで

すね。それから、所有者不明土地の発生を抑制す

る方策、その発生の契機は要するに、もう管理を

放棄してしまうということになっていますので、

ある意味ちゃんと意思を持って、次の管理者に引

き継ぐという、ちゃんとした仕組みとして、土地

所有権を手放せるというような仕組みを考えなけ

ればいけないのではないかという問題意識の議論

が行われています。 

それから、右の箱ですけれども、所有者不明土

地を円滑、適正に利用するための仕組み。公共性

が明らかな場合には、既に法律的な措置をしたわ

けですけれども、そうでもない、むしろ民民関係

の中でどう解決していくかみたいな議論を、さら

に踏み込んでやって頂いているということですけ

れども、共有者の一部が分からない場合に、どう

にもならない問題をどういうふうに解決していく

かとか、今先ほどちらっと申し上げました財産管

理制度をいかに使い勝手のいいものにして頂くか、

とかいうようなこと。それから、今、相隣関係と

いって、隣の人が隣の土地の木の根っこを切れる

だの、枝が切れないだのみたいな話があるわけで

すけれども、そういう規定が明治期から全然進歩

していませんので、そういうことを含めて、隣接

する土地、あるいは周辺の土地の人たちが、ある

土地に対して、自分の権利を保全したり迷惑を排

除するためにどこまでできるのか、みたいな議論

をされているというのがポイントになっています。

これもちょっと詳しいものを付けていますけども、

まだ結論は出ていませんので、これを縷々言って

もあれですので、これを参考にして頂ければ、ポ

イントは今申し上げた内容になっています。 

そういうような議論が、ある意味、まだ難しい

課題を抱えながら議論されている最中ということ

になりますけれども、一方で、国土交通省の方で

は、今、土地基本法の改正の方向感は大体出して、

土地基本法の条文をどうしていくかということは、

内部的にも今から作業を詰めていくわけなのです

けれども、土地基本法そのものは、最初にも申し

上げたように、プログラム的な法律であって、そ

れによって何かが起こるという法律ではないので、

ではそれに基づいて何をやるのかとか、何をもっ

と考えなければいけないのかみたいな議論を並行

して始めないと、そもそも土地基本法を、例えば

国会に提出しても、それでどうなるのという話に

なってしまう、ということでございます。 

ですので、先日、土地政策分科会が開催された

のですけれども、そちらで今後の検討スケジュー

ルというのを、非常に粗っぽい表ですけれども、

お示しして、今後の方針を確認して頂いています。

土地政策分科会に企画部会というものが置かれて

いますので、こちらで具体的な政策論を始めて頂

くと。来年、法律を出すまでには、もう少し魂の

こもった形で、土地基本法のプログラム規定に基

づいて、こういうことをやっていくとか、こうい

うことをやっていかなければいけないのではない

かという議論をやっています、というようなこと

がご説明できるような形で法律を出していきたい、

というふうなことで、年内にはそういうことがご

説明できるぐらいの取りまとめをしていきたい、

というふうに思っているということです。 

それから、土地基本法ができた後も、その土地

基本法の大きな方向感にしたがって、どんどん政

策を発展させていかなければいけませんので、基

本法ができた後も視野に入れて、さらに議論を進

めて、土地政策全体がこういうメニューで、こう

いうことをやっていくのだというようなことの議

論を続けていきたいというふうなことを、今始め

ようとしています。この企画部会のキックオフは、

できれば夏前ぐらいにはしたいなと思って、今、

一生懸命に日程調整しています。 

それから、先ほど申し上げたように、国土調査、

地籍整備の方は、10 カ年計画を来年度、新しいも

 

のを作らなければいけないので、それをやってい

くということでございます。ちなみに、スケジュ

ール感で言うと、この国土調査法は、この 10カ年

計画を来年度早々にも作らなければいけないので、

来年の通常国会、先例ですと、いわゆる日切れ扱

いの法案としてお願いして、早期成立をお願いし

ていくという形になります。それと一体で、土地

基本法を出してご審議頂けるかというのは、これ

からの検討です。いずれにしても、来年の通常国

会を当然目指して、この法律案の立案をやってい

く。そして、並行して、それに基づく政策展開み

たいなものの内容を詰めていくというような段階

に今なっている。 

ちょっと時間が過ぎてしまいましたが、私の説

明は以上です。 

 

 

ただいまご紹介を頂きました、国土交通省土

地・建設産業局企画課の栗山と申します。本日は、

どうぞよろしくお願いいたします。 

私からは、先ほど参事官の横山からの説明の中

でもありました、この所有者不明土地法につきま

してご説明をさせて頂きたいと思います。実は、

この法律につきましては、昨年もこのような機会

を頂きまして、簡単にはご紹介させて頂いており

ますけれども、その後、この 1 年間で政省令など

制定をしておりますので、その部分も含めまして、

改めましてご紹介をさせて頂きたいということで

ございます。 

ということで、まず法律の概要についてでござ

います。1ページをご覧頂ければと思います。まず

本法の制定に至った背景についてでございますけ

れども、こちらは、先ほど参事官からの説明にも

あったとおりではございますけれども、やはり上

のこの青い部分にも書いてありますとおり、公共

事業などさまざまな場面において、所有者不明土

地が大きなボトルネックとなっているということ

でございます。これを根本的に解決するためには、

やはりそもそも所有者不明土地を発生させないと

か、あるいは解消していく、こういった取組が必

要となってくるわけではあるのですけれども、取

り急ぎ、既に生じてしまっている、目の前にある

所有者不明土地を何とか利用できるようにしよう

ということで、この法律が制定されたと、そうい

うことでございます。 

法律の内容についてですけれども、肝心の内容

については、この下の赤い枠内をご覧頂ければと

思います。大きく三つの柱から成り立っておりま

す。 

まず一つ目が、所有者不明土地を円滑に利用す

る仕組みということで、こちらは、先日 1 日に施

行されまして、この法律、全面施行となったわけ

でございます。この円滑に利用する仕組み、二つ

あるのですけれども、残念ながら、どんな所有者

不明土地についても使えるというものではござい

ません。冒頭の部分でございます。反対する権利

者の方がいらっしゃらない。これは、いずれの仕

組みにおいても、公告縦覧の手続によって確認を

していくこととしておりますけれども、まず一つ、

この反対する権利者がいらっしゃらないというこ

と。そして、さらに建築物が原則として無く、そ

して、現に利用されていない。そういった所有者

不明土地であれば、補償金の額、こういったもの

を算定することが比較的容易だろうということで、

これからご説明するような二つの仕組みを講じて

いこうと、そういったことでございます。 

まず一つ目の仕組みが、公共事業における収用

手続の合理化・円滑化ということでございまして、

元々この所有者不明土地というものは、土地収用

法の、いわゆる不明裁決制度というものを使うこ

とによって、所有権を取得するというようなこと

ができたわけなのですけれども、やはりかなり手

続には手間暇を要するということでございまして、

それを少しでも合理化・円滑化していこうという

ことでございます。事業認定という公益性の確認

のための手続は、これまでどおりとって頂く必要

はあるのですけれども、その後の手続について、

収用の原則ですと、収用委員会の権利取得裁決と、

明渡裁決という二つの裁決を経る必要があるので

すけれども、こちらを都道府県知事の裁定に一本

化をしようということ。また、それぞれの裁決に

前置されている審理手続というものを、反対する

権利者の方もいらっしゃらないといったところを

確認しておりますので、この審理手続というのは、

補償金の額について、相対で意見を交わす場です

けれども、そういったものも、今申し上げたよう

な観点から不要だろうということで省略する。こ

ういった合理化・円滑化を図っているということ

でございます。これの効果といたしまして、一番
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下の黄色の部分、書かせて頂いておりますけれど

も、収用手続に要する期間を約 3 分の 1 ほど短縮

できないかということを考えているところでござ

います。 

そして、もう一つの仕組みが地域福利増進事業

というものでございまして、これは全くの新制度

でございます。こちらは、問題意識としまして、

収用によって所有者不明土地を使えるというふう

に今申し上げましたけれども、そもそもその収用

の対象とならないような事業もあると。例えば、

右側にちょっと写真をお付けしていますけれども、

公園。公園になりますと、収用法では、国、ある

いは地方公共団体の皆さまが作る場合に限って収

用することができるというふうになっていまして、

こういったものを地域の NPO の方とか自治会の方

が作ろうと思っても、収用することができなかっ

たわけでございます。あるいは、この右側の購買

施設。こういったものは、そもそも収用できる事

業には含まれていないということでございます。

そもそもその収用制度が使えない、そういった課

題もございましたし、あるいは収用制度が使える

というような類型の事業についても、やはりこの

事業認定というものは非常にハードルが高いとい

うことで、なかなか制度の活用が進んでいない、

そういったこともありましたので、そういった問

題意識の下、所有権の取得まではできないのです

けれども、その所有者不明土地に、一時的な利用

権、ここに書いてありますとおり、上限を 10年間

とする利用権を設定することを可能にすることに

よって、こういった公益的な事業を実施すること

を可能にしよう、こういったコンセプトの制度で

ございます。 

手続としては、収用と同じような手続になるの

ですけれども、都道府県の方において、事業の公

益性であったりとか、あるいは事業者の適格性、

こういったところを確認した上で、問題ないとい

うことであれば、一定期間、公告縦覧を行い、そ

の中で所有者の方が本当に不明であるかといった

ことや、反対する方がいらっしゃらないかといっ

たところを確認した上で、問題ないということで

あれば、都道府県知事による裁定によって、利用

権を設定しようということでございます。もちろ

んただで使えるわけではございませんで、やはり

その財産権補償の観点から、不明所有者の方には、

補償金を供託するということをしておりますし、

またこのかっこ書きの中にありますとおり、基本

的に、例えば 10 年間であれば 10 年間事業をやっ

て、終わった後は原状回復して土地を返して頂く

と、そういった制度としております。他方、上限

10 年間というふうに申し上げましたけれども、引

き続き 20年、30年とやりたいというときにあって

は、異議がない、反対がない場合に限って、この

利用権の存続期間というものを延長可能と、そう

いったところも設けているところでございます。

以上が、まず一つ目の、これが一番の目玉でござ

いますけれども、円滑に利用する仕組みというこ

とでございます。 

そして、次に二つ目の柱でございます。所有者

の探索を合理化する仕組み。先ほどの横山からの

説明の中にもありましたとおり、せっかく有益な

情報があるのに、なかなか活用できていないとか、

遠方への訪問が大変だったとか、そういった話も

ありましたので、まず最初、土地の所有者の探索

の方法というものを合理化しようということを実

施しております。これまで、例えば土地収用法の

中ですと、土地所有者の探索の方法というものは、

過失がなくて知ることができないという言葉に集

約されていまして、実際、どんな探索を行わなけ

ればならないのかというところが、ある意味、不

明確であったというところがあるわけなのですけ

れども、本法においては、所有者不明土地の定義

において、このように土地の所有者の探索の方法

を明確化しております。こういった公簿調査をす

るとともに、照会については、親族など合理的な

範囲で行って下さいと。この中で、例えばこれま

で行われていたような近隣住民の方への聞き取り

調査ですとか、あるいは地域の精通者、こういっ

た方への聞き取り調査、こういったものを不要と

すると。そういった合理化を実施していくという

ことでございます。そういった土地の所有者の探

索の方法の合理化を図った上で、さらに二つ探索

を合理化するための仕組みを設けているところで

ございます。 

まず一つ目が、土地等権利者関連情報の利用及

び提供ということで、最も分かりやすいのは、こ

の固定資産課税台帳なのではないかなというふう

に思います。この固定資産課税台帳は、市町村の

税務部局の皆さまが、普段、徴税のために一生懸

命、真の土地の所有者の方を探して、その結果を

記録しているわけなのですけれども、例えば市町
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下の黄色の部分、書かせて頂いておりますけれど

も、収用手続に要する期間を約 3 分の 1 ほど短縮

できないかということを考えているところでござ

います。 

そして、もう一つの仕組みが地域福利増進事業

というものでございまして、これは全くの新制度

でございます。こちらは、問題意識としまして、

収用によって所有者不明土地を使えるというふう

に今申し上げましたけれども、そもそもその収用

の対象とならないような事業もあると。例えば、

右側にちょっと写真をお付けしていますけれども、

公園。公園になりますと、収用法では、国、ある

いは地方公共団体の皆さまが作る場合に限って収

用することができるというふうになっていまして、

こういったものを地域の NPO の方とか自治会の方

が作ろうと思っても、収用することができなかっ

たわけでございます。あるいは、この右側の購買

施設。こういったものは、そもそも収用できる事

業には含まれていないということでございます。

そもそもその収用制度が使えない、そういった課

題もございましたし、あるいは収用制度が使える

というような類型の事業についても、やはりこの

事業認定というものは非常にハードルが高いとい

うことで、なかなか制度の活用が進んでいない、

そういったこともありましたので、そういった問

題意識の下、所有権の取得まではできないのです

けれども、その所有者不明土地に、一時的な利用

権、ここに書いてありますとおり、上限を 10年間

とする利用権を設定することを可能にすることに

よって、こういった公益的な事業を実施すること

を可能にしよう、こういったコンセプトの制度で

ございます。 

手続としては、収用と同じような手続になるの

ですけれども、都道府県の方において、事業の公

益性であったりとか、あるいは事業者の適格性、

こういったところを確認した上で、問題ないとい

うことであれば、一定期間、公告縦覧を行い、そ

の中で所有者の方が本当に不明であるかといった

ことや、反対する方がいらっしゃらないかといっ

たところを確認した上で、問題ないということで

あれば、都道府県知事による裁定によって、利用

権を設定しようということでございます。もちろ

んただで使えるわけではございませんで、やはり

その財産権補償の観点から、不明所有者の方には、

補償金を供託するということをしておりますし、

またこのかっこ書きの中にありますとおり、基本

的に、例えば 10 年間であれば 10 年間事業をやっ

て、終わった後は原状回復して土地を返して頂く

と、そういった制度としております。他方、上限

10 年間というふうに申し上げましたけれども、引

き続き 20年、30年とやりたいというときにあって

は、異議がない、反対がない場合に限って、この

利用権の存続期間というものを延長可能と、そう

いったところも設けているところでございます。

以上が、まず一つ目の、これが一番の目玉でござ

いますけれども、円滑に利用する仕組みというこ

とでございます。 

そして、次に二つ目の柱でございます。所有者

の探索を合理化する仕組み。先ほどの横山からの

説明の中にもありましたとおり、せっかく有益な

情報があるのに、なかなか活用できていないとか、

遠方への訪問が大変だったとか、そういった話も

ありましたので、まず最初、土地の所有者の探索

の方法というものを合理化しようということを実

施しております。これまで、例えば土地収用法の

中ですと、土地所有者の探索の方法というものは、

過失がなくて知ることができないという言葉に集

約されていまして、実際、どんな探索を行わなけ

ればならないのかというところが、ある意味、不

明確であったというところがあるわけなのですけ

れども、本法においては、所有者不明土地の定義

において、このように土地の所有者の探索の方法

を明確化しております。こういった公簿調査をす

るとともに、照会については、親族など合理的な

範囲で行って下さいと。この中で、例えばこれま

で行われていたような近隣住民の方への聞き取り

調査ですとか、あるいは地域の精通者、こういっ

た方への聞き取り調査、こういったものを不要と

すると。そういった合理化を実施していくという

ことでございます。そういった土地の所有者の探

索の方法の合理化を図った上で、さらに二つ探索

を合理化するための仕組みを設けているところで

ございます。 

まず一つ目が、土地等権利者関連情報の利用及

び提供ということで、最も分かりやすいのは、こ

の固定資産課税台帳なのではないかなというふう

に思います。この固定資産課税台帳は、市町村の

税務部局の皆さまが、普段、徴税のために一生懸

命、真の土地の所有者の方を探して、その結果を

記録しているわけなのですけれども、例えば市町

 

村の道路部局の方が道路を造るために、この情報

を利用したいと思っても、これまでは、地方税法

上の守秘義務がありますとか、あるいは個人情報

保護条例の目的外利用とか、そういった制約がご

ざいますので、利用することができなかったわけ

でございます。本法におきましては、そういった

課題をブレイクスルーするために、円滑に利用す

る仕組みの対象となるような公益的な事業の実施

のためであれば、こういったこれまで利用できな

かったような情報も使えるようにしよう。こうい

った制度を設けているところでございます。 

そして、もう一つが長期相続登記等未了土地に

係る不動産登記法の特例ということで、こちらは、

法務省のご協力を頂き、制度化したものでござい

ます。長期間相続登記がされていない土地につい

て、登記官が、そういった土地であるということ

で、いわゆる探索が少し難しい土地なのだという

ことが一見して分かるように、こういった旨を登

記簿に記録すること、そういったことを可能とす

るというような制度を創設しているところでござ

います。 

そして、三つ目の柱でございます。所有者不明

土地を適切に管理する仕組みということで、具体

的には、この財産管理制度に係る民法の特例とい

うものを、こちらも法務省のご協力を頂いて、制

度化しているところでございます。所有者不明土

地は、やはり往々にして、管理不全の状態に陥っ

ているということもあろうかと思います。そうい

った所有者不明土地について、適切な管理のため、

必要がある場合にあっては、民法の原則ですと、

財産管理人の選任請求権というものは、かっこ書

きの中にありますとおり、利害関係人、または検

察官にしか認められていないのですけれども、こ

ういったシチュエーションであれば、地方公共団

体の皆さまに、財産管理人の選任請求権を認める。

もって、この選任された財産管理人が、所有者不

明土地をきれいな状態にしていく。そういったこ

とが可能ですよという制度でございます。 

以上がこの法律の概要でございまして、2ページ、

3ページは、この所有者不明土地法の体系を一覧化

してお示ししたものでございます。この 1 年間、

この 2 ページでご説明しているような政省令、告

示の他、3ページでお示ししているような通知、ガ

イドラインというものを新しく制定させて頂いて

いるところでございます。青で塗りつぶさせて頂

いていますのは、今月 1 日の全面施行に際しまし

て、すなわち、地域福利増進事業とか、あるいは、

土地収用法の特例の施行に向けまして、新しく制

定、改正をさせて頂いたものでございます。これ

らの一連の文書につきましては、私ども国土交通

省のホームページの方で公表しておりますので、

制度の詳細についてお知りになりたいという方は、

ぜひこちらのホームページの方をご覧頂ければと

いうふうに思います。 

続きまして、5ページ以降は、制度の各論につい

て詳しく見ていきたいと思います。まず、本法の

各制度の対象となる所有者不明土地の概念、そし

て、その土地所有者の探索の方法についてでござ

います。まず外側の枠内、ご覧頂ければと思いま

すけれども、本法におきましては、所有者不明土

地というものを、相当な努力が払われたと認めら

れるものとして、政令で定める方法により探索を

行ってもなお、所有者の全部又は一部を確知する

ことができない一筆の土地というふうに定義をし

ているところでございます。この相当な努力が払

われたと認められる方法、土地所有者の探索の方

法については、政令におきまして、情報を取得す

るために、この①から④の全ての措置を取って頂

きたいということを定めているところでございま

す。 

まず①、これは極めて当たり前の話で恐縮なの

ですけれども、土地の登記事項証明書の交付を請

求して下さいということ。そして②、占有者の方、

あるいは権利者の方とか、あるいは今回新しく使

えるようになった固定資産課税台帳とかそういっ

たものを備えていると思われるような市町村、そ

ういったところにしっかり情報の提供を求めて下

さいということ。そして③、もちろん人に関する

情報ですね。こういう住民基本台帳とか戸籍とか、

そういったものももちろん調べて、例えば、相続

人の探索もして下さいということ。そして④、こ

れらの①から③の措置を通じて、この人が所有者

かなと思った人に対して、あなたは所有者ですか

と確認するための措置を取って下さいということ。

こういった全ての措置を取って下さいということ

を定めているところでございます。 

ただ、先ほど申し上げたとおり、こういった措

置を取っても、なお分からない所有者不明土地と

いうものが全て制度の対象となるかというと、残

念ながら、そういうわけではないということでご
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ざいまして、その対象となるのが、この下、特定

所有者不明土地と法律上定義している土地でござ

います。所有者不明土地のうち、原則として、現

に建築物がなくて、そして、かつ業務の用、その

他の特別の用途に供されていない土地ということ

でございます。先ほど原則と申し上げましたけれ

ども、例外として、この※5 で書いてあるような、

簡易な構造の小規模建築物であれば、存在しても、

この特定所有者不明土地に該当すると、そういっ

た例外も設けているところであります。そういっ

たものは、存在しても、そんなに複雑な補償金の

算定を要しないだろうということで、こういった

ものも対象にするということにしているところで

ございます。こういった土地が、繰り返しになり

ますけれども、本法の地域福利増進事業、そして、

土地収用法の特例の対象となるということでござ

います。 

続きまして、5ページは、探索を合理化するため

の仕組みの一つとして講じております、土地所有

者等関連情報の利用及び提供についてでございま

す。今回、利用提供できるようになる、この情報

の定義でございますけれども、これは※2のところ

ですね。この土地所有者等関連情報というものは

どういうものかということでございますが、土地

所有者等と思料される者の氏名、名称、住所、そ

してさらには、本籍、生年月日、死亡年月日、連

絡先、こういったものでございます。こういった

ものを利用および提供できるということでござい

ますが、こうした情報は、もちろん個人情報でご

ざいますので、例えば地方公共団体の方々であれ

ば、個人情報の保護条例、また、民間企業の方で

あれば、もちろん個人情報保護法、こういったと

ころの目的外利用とか、あるいは第三者提供の制

限に服することになりまして、これまで、例え公

益的な事業のためであっても、外部提供したり、

目的外利用することはできなかったわけでござい

ます。また、特にご要望が多かった固定資産課税

台帳につきましては、地方税法上の守秘義務、こ

ういった制約もあったところでございます。ただ、

本法において、こういった制度ができたことによ

って、そういったところを、ある意味、特例とい

うことで、利用、提供ができるようになったとい

うことでございます。 

何ができるようになったのかということは、こ

ちらに書いているところでございまして、具体的

には、地域福利増進事業、収用適格事業、都市計

画事業、こういった公益的な事業の実施の準備の

ためであれば、情報を利用する、提供することが

できるということでございます。 

その類型パターンとしては、三つあるというこ

とでございまして、まず(1)ですね。行政主体が自

ら持っている情報、これをある意味、目的外利用

できる、内部で利用できるようになるのだという

ことでございます。先ほどの例で申し上げたよう

な、例えば道路部局の方が、税務部局の方から情

報の提供を受けられる。そういったことでござい

ます。 

そして、さらに、それだけではなくて(2)、この

赤い部分でございますけれども、行政主体が保有

する情報というものを、こういった公益的事業を

行おうとする方に対して外部提供できるようにす

る。 

そして、さらに、これはちょっとマニアックな

話なのですけれども、工作物の設置者等が保有す

る情報、こういったものを外部提供できるという

ことで、これはどういうことかというと、最も念

頭に置いているのは、例えば、電力会社の方など、

その土地に電柱を設置するといったことがござい

ます。そういったことをする中で、過去に土地所

有者の方と契約を結んでいる、その土地所有者の

方の情報を持っているということも想定されるの

で、こういったところも利用できるようにしよう。

こういった制度も設けているところでございます。

この制度を活用しながら、先ほどの探索を行って

頂きたいということでございます。 

ということで、6ページ以降、この 4ページでご

説明した探索の方法のうち、書類に関する調査に

ついて、もう少し具体的に、今、この 5 ページで

説明したような制度との関係も踏まえて、ちょっ

とご説明をしたいというふうに思いまして用意し

たのが、この表でございます。6ページは、土地に

関する書類をまとめております。このうち、この

上の四つですね。固定資産課税台帳、地籍調査票、

農地台帳、林地台帳、こういったものが、先ほど

の 5 ページの制度によって新しく使えるようにな

ったということでございます。 

続きまして、7ページは、人に関する書類という

ものをちょっとまとめてお示しをしております。

このうち、上の三つですね。住民基本台帳、戸籍、

そして戸籍の付票。こういったものにつきまして
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ざいまして、その対象となるのが、この下、特定

所有者不明土地と法律上定義している土地でござ

います。所有者不明土地のうち、原則として、現

に建築物がなくて、そして、かつ業務の用、その

他の特別の用途に供されていない土地ということ

でございます。先ほど原則と申し上げましたけれ

ども、例外として、この※5 で書いてあるような、

簡易な構造の小規模建築物であれば、存在しても、

この特定所有者不明土地に該当すると、そういっ

た例外も設けているところであります。そういっ

たものは、存在しても、そんなに複雑な補償金の

算定を要しないだろうということで、こういった

ものも対象にするということにしているところで

ございます。こういった土地が、繰り返しになり

ますけれども、本法の地域福利増進事業、そして、

土地収用法の特例の対象となるということでござ

います。 

続きまして、5ページは、探索を合理化するため

の仕組みの一つとして講じております、土地所有

者等関連情報の利用及び提供についてでございま

す。今回、利用提供できるようになる、この情報

の定義でございますけれども、これは※2のところ

ですね。この土地所有者等関連情報というものは

どういうものかということでございますが、土地

所有者等と思料される者の氏名、名称、住所、そ

してさらには、本籍、生年月日、死亡年月日、連

絡先、こういったものでございます。こういった

ものを利用および提供できるということでござい

ますが、こうした情報は、もちろん個人情報でご

ざいますので、例えば地方公共団体の方々であれ

ば、個人情報の保護条例、また、民間企業の方で

あれば、もちろん個人情報保護法、こういったと

ころの目的外利用とか、あるいは第三者提供の制

限に服することになりまして、これまで、例え公

益的な事業のためであっても、外部提供したり、

目的外利用することはできなかったわけでござい

ます。また、特にご要望が多かった固定資産課税

台帳につきましては、地方税法上の守秘義務、こ

ういった制約もあったところでございます。ただ、

本法において、こういった制度ができたことによ

って、そういったところを、ある意味、特例とい

うことで、利用、提供ができるようになったとい

うことでございます。 

何ができるようになったのかということは、こ

ちらに書いているところでございまして、具体的

には、地域福利増進事業、収用適格事業、都市計

画事業、こういった公益的な事業の実施の準備の

ためであれば、情報を利用する、提供することが

できるということでございます。 

その類型パターンとしては、三つあるというこ

とでございまして、まず(1)ですね。行政主体が自

ら持っている情報、これをある意味、目的外利用

できる、内部で利用できるようになるのだという

ことでございます。先ほどの例で申し上げたよう

な、例えば道路部局の方が、税務部局の方から情

報の提供を受けられる。そういったことでござい

ます。 

そして、さらに、それだけではなくて(2)、この

赤い部分でございますけれども、行政主体が保有

する情報というものを、こういった公益的事業を

行おうとする方に対して外部提供できるようにす

る。 

そして、さらに、これはちょっとマニアックな

話なのですけれども、工作物の設置者等が保有す

る情報、こういったものを外部提供できるという

ことで、これはどういうことかというと、最も念

頭に置いているのは、例えば、電力会社の方など、

その土地に電柱を設置するといったことがござい

ます。そういったことをする中で、過去に土地所

有者の方と契約を結んでいる、その土地所有者の

方の情報を持っているということも想定されるの

で、こういったところも利用できるようにしよう。

こういった制度も設けているところでございます。

この制度を活用しながら、先ほどの探索を行って

頂きたいということでございます。 

ということで、6ページ以降、この 4ページでご

説明した探索の方法のうち、書類に関する調査に

ついて、もう少し具体的に、今、この 5 ページで

説明したような制度との関係も踏まえて、ちょっ

とご説明をしたいというふうに思いまして用意し

たのが、この表でございます。6ページは、土地に

関する書類をまとめております。このうち、この

上の四つですね。固定資産課税台帳、地籍調査票、

農地台帳、林地台帳、こういったものが、先ほど

の 5 ページの制度によって新しく使えるようにな

ったということでございます。 

続きまして、7ページは、人に関する書類という

ものをちょっとまとめてお示しをしております。

このうち、上の三つですね。住民基本台帳、戸籍、

そして戸籍の付票。こういったものにつきまして

 

は、元々住民基本台帳法、そして戸籍法に、例え

ば住民票記載事項証明書ですとか、あるいは戸籍

謄本とか、そういった書類の請求のための規定が

設けられているところで、例えば行政機関の皆さ

まであれば、いわゆる公用請求というものをする

ことによって利用することができたわけでござい

ます。他方、全くの第三者はこうした情報を得る

ことができなかったわけでございます。ただこれ

らの法律においては、全くの第三者であっても、

正当な理由がある場合、あるいは正当な理由があ

る者に限っては、請求することができるというよ

うな規定も置かれているところでございまして、

そこを今回、先ほどの 5 ページの制度ができたこ

とによって、公益的な事業の実施の準備のためで

あれば、その正当な理由があるものとして、こう

いった台帳に記録されている情報を利用すること

ができるようになったということでございます。 

このように、本法では、地域福利増進事業とか、

土地収用法の特例ですとか、所有者不明土地を円

滑に利用するための仕組みを設けておりますけれ

ども、このように探索のための手法を充実させま

して、そもそも所有者不明土地と評価されないよ

うに、所有者ができるだけ見つかって、普通に任

意で交渉できるように、事業を実現できるように

しているということでございまして、この点も、

一つ、この法律の大きなポイントかなというふう

に、我々捉えているところでございます。 

8ページは、公簿調査以外の照会について、対象

となるような方をまとめたものでございます。土

地の占有者でありますとか、土地の所有権以外の

権利者、あるいは土地にある物件の所有者、権利

者、こういった方たちには、もちろん聞いて頂き

たいということでございますし、あるいは所有者

と思われる方が個人である場合、法人である場合

に応じて、親族、在外公館の長、法人の代表者、

清算人等にも照会をして頂く必要があるというこ

とでございます。 

9ページ以降は、まず地域福利増進事業について、

少し詳しく見ていきたいと思います。9 ページは、

この地域福利増進事業の一連の手続の流れをお示

ししたものでございます。事業者側が主体となる

手続を橙色で、都道府県知事側が主体となる手続

を青色でお示ししているところでございます。順

を追ってご説明をしていきたいというふうに思い

ます。 

まず当然ながら、最初に、事業を行いたいと思

う土地の所有者の探索を行って頂く必要があると

いうことでございます。その過程で、先ほど申し

上げたとおり、この新しい土地所有者等関連情報

の利用及び提供という制度をご活用頂くというこ

とでございます。こういったものを使いながら探

索をして頂く。無事、所有者の方全員が分かった

ということであれば、もちろん、この地域福利増

進事業の制度を使う必要はなく、任意で交渉して

頂いて、事業を実施して頂くことが可能だという

ことでございます。 

ここで少し強調させて頂きたいのは、先ほど 5

ページで説明したこの土地所有者等関連情報の利

用及び提供の制度というのは、別に地域福利増進

事業とか土地収用法の特例の申請を前提とした制

度ではないということでございます。無事分かれ

ばそれに越したことはないということでございま

す。ただ、もちろんこの探索を行った結果、所有

者の方が分からないということがあるわけでござ

いまして、そういった場合にあっては、この地域

福利増進事業の活用を検討頂くということになる

わけでございます。ということで、裁定申請です

ね。必要な事業計画書とか補償金額見積書とか、

そういったものを作成して頂くということになる

ということでございます。また、この段階におい

て、その土地が、もし共有地であって、一部の方

が分かっているということであれば、その方との

交渉も行って頂くということでございます。 

その下、二つ、ちょっと点線の箱を設けてござ

いますけれども、こういった書類の作成にあたっ

て、もちろん土地の情報を調べる必要があるとい

うことで、測量ですとか、そういったことをする

必要があろうかと思います。ただ所有者不明土地

ですと、その土地に勝手に立ち入ってやるわけに

もいきませんので、こういった都道府県の許可を

得た上で、土地に立ち入ったり、そういったこと

をできると、そういった制度を設けているところ

でございます。そして、二つ目の点線の箱ですけ

れども、これは、この地域福利増進事業、コンセ

プトは、地域住民の皆さんのための事業というこ

とでございますので、できるだけ住民の方々のニ

ーズを反映させて頂きたいということで、こうい

った努力義務を置いているということでございま

す。こういった措置を講じて頂いた上で、無事、

こういった裁定申請書、事業計画書と補償金額見
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積書、こういった書類が整いましたら、それを持

って裁定申請を頂くということでございます。 

今度は、この青色の方に移りまして、都道府県

の方におきましては、裁定申請を受けたその事業

が、各種の要件、事業の公益性ですとか、事業者

の適格性、こういった要件に該当するかというと

ころを、この上の箱にあるように、関係市町村の

意見を聞いたりしながら、確認を行って頂くとい

うことになるわけでございます。この段階で、残

念ながら、要件を満たさないということになれば、

この段階で裁定申請の却下ということで、残念な

がら事業が実施できないということになるわけで

ございますが、無事、要件を満たすということで

あれば、一番下の箱、公告縦覧の手続に移って頂

くということでございます。 

その縦覧対象となりますのは、この事業計画書

ですとか補償金額見積書も含めてでございまして、

事業計画、補償金額について反対する方がいらっ

しゃらないかというところを、この手続の中で確

認をして頂くということでございます。その縦覧

期間は、6月間ということでございます。また、単

に公告縦覧するだけではなくて、(2)に書いてあり

ますとおり、その中にもし分かっている権利者の

方がいらっしゃるのであれば、異議申出の機会を

確保するというために、しっかりとお知らせをし

て下さいということにもしております。この公告

縦覧手続の中で、残念ながら、異議が出てきてし

まったということであれば、先ほどと同じく、裁

定申請の却下ということで、事業を実施できない

ということになるわけでございますが、無事、異

議申出がなかったということであれば、補償金の

額だけについては、慎重を期しまして、収用委員

会の方に意見を聞いて頂く必要があるのですけれ

ども、裁定を行って頂くということになるわけで

ございます。裁定においては、補償金の額の他、

この使用権の期間、こういったところも決めて頂

くということとしております。 

裁定が終わりましたら、その旨、公告、そして、

事業者の方にお知らせ頂いて、今度、オレンジの

方に移りますけれども、その通知を受け取った事

業者においては、その定められた土地使用権の始

期までに補償金を供託して頂く必要があるという

ことでございます。この段階で、残念ながら、お

支払い頂けないということであれば、裁定は失効

してしまうということになりますが、ちゃんとお

支払い頂けたということであれば、この土地使用

権の始期において、この使用権を取得できるとい

うことになりまして、無事、事業が実施できると

いうことになるわけでございます。 

その下以降ですけれども、これは事業実施中の

話でございます。まず標識の設置ということで、

いつ、不明だった所有者の方が、自分の土地、そ

の事業の現地に帰ってくるとも、戻ってくるとも

限りませんので、地域福利増進事業に供されてい

る土地であるということを知らしめる意味での、

この標識というものを設置して頂くということに

もしております。また、この土地使用権、いわゆ

る公法上の権利というものでございまして、登記

はなされないということにもなっておりますので、

ある意味、その公示機能を果たすという意味にお

いても、この標識というものを設置して頂くとい

うことにしております。 

その下は、報告徴収、立入検査となっておりま

すが、これは、適切な事業の実施を担保するため

の都道府県による監督ということでございまして、

残念ながら、その結果、ちゃんと事業を実施して

いないということであれば、その下、裁定の取消

もできると、そういったこととしております。 

他方、無事に事業が終わったケースの話でござ

いますが、無事に事業が終わったということであ

れば、原則として、原状回復をして下さいという

こととしております。今、原則としてというふう

に申し上げましたのは、例外として、事業が終了

した時点において、分かっている所有者の方全員

が、そのままでいいよとおっしゃっているのであ

れば、そのまま返していいよと、そういった例外

も、経済合理性の観点から設けているところでご

ざいます。 

他方、引き続き事業を実施したいというケース

ですけれども、その場合にあっては、この一番右

の箱にありますとおり、使用権の存続期間の延長

というものもすることができるというようにして

おります。この延長に関する手続は、今ご説明し

た一連の手続と、ほぼほぼ同様でございますが、

例えば、縦覧期間は、少し短くなる。6月が 3月に

なるとか、そういった違いはあるところでござい

ますが、基本的に同じということでございます。 

これがガイドラインの構成というふうに書かせ

て頂いておりますが、この地域福利増進事業、全

くの新制度ということもありまして、私共と、今
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積書、こういった書類が整いましたら、それを持

って裁定申請を頂くということでございます。 

今度は、この青色の方に移りまして、都道府県

の方におきましては、裁定申請を受けたその事業

が、各種の要件、事業の公益性ですとか、事業者

の適格性、こういった要件に該当するかというと

ころを、この上の箱にあるように、関係市町村の

意見を聞いたりしながら、確認を行って頂くとい

うことになるわけでございます。この段階で、残

念ながら、要件を満たさないということになれば、

この段階で裁定申請の却下ということで、残念な

がら事業が実施できないということになるわけで

ございますが、無事、要件を満たすということで

あれば、一番下の箱、公告縦覧の手続に移って頂

くということでございます。 

その縦覧対象となりますのは、この事業計画書

ですとか補償金額見積書も含めてでございまして、

事業計画、補償金額について反対する方がいらっ

しゃらないかというところを、この手続の中で確

認をして頂くということでございます。その縦覧

期間は、6月間ということでございます。また、単

に公告縦覧するだけではなくて、(2)に書いてあり

ますとおり、その中にもし分かっている権利者の

方がいらっしゃるのであれば、異議申出の機会を

確保するというために、しっかりとお知らせをし

て下さいということにもしております。この公告

縦覧手続の中で、残念ながら、異議が出てきてし

まったということであれば、先ほどと同じく、裁

定申請の却下ということで、事業を実施できない

ということになるわけでございますが、無事、異

議申出がなかったということであれば、補償金の

額だけについては、慎重を期しまして、収用委員

会の方に意見を聞いて頂く必要があるのですけれ

ども、裁定を行って頂くということになるわけで

ございます。裁定においては、補償金の額の他、

この使用権の期間、こういったところも決めて頂

くということとしております。 

裁定が終わりましたら、その旨、公告、そして、

事業者の方にお知らせ頂いて、今度、オレンジの

方に移りますけれども、その通知を受け取った事

業者においては、その定められた土地使用権の始

期までに補償金を供託して頂く必要があるという

ことでございます。この段階で、残念ながら、お

支払い頂けないということであれば、裁定は失効

してしまうということになりますが、ちゃんとお

支払い頂けたということであれば、この土地使用

権の始期において、この使用権を取得できるとい

うことになりまして、無事、事業が実施できると

いうことになるわけでございます。 

その下以降ですけれども、これは事業実施中の

話でございます。まず標識の設置ということで、

いつ、不明だった所有者の方が、自分の土地、そ

の事業の現地に帰ってくるとも、戻ってくるとも

限りませんので、地域福利増進事業に供されてい

る土地であるということを知らしめる意味での、

この標識というものを設置して頂くということに

もしております。また、この土地使用権、いわゆ

る公法上の権利というものでございまして、登記

はなされないということにもなっておりますので、

ある意味、その公示機能を果たすという意味にお

いても、この標識というものを設置して頂くとい

うことにしております。 

その下は、報告徴収、立入検査となっておりま

すが、これは、適切な事業の実施を担保するため

の都道府県による監督ということでございまして、

残念ながら、その結果、ちゃんと事業を実施して

いないということであれば、その下、裁定の取消

もできると、そういったこととしております。 

他方、無事に事業が終わったケースの話でござ

いますが、無事に事業が終わったということであ

れば、原則として、原状回復をして下さいという

こととしております。今、原則としてというふう

に申し上げましたのは、例外として、事業が終了

した時点において、分かっている所有者の方全員

が、そのままでいいよとおっしゃっているのであ

れば、そのまま返していいよと、そういった例外

も、経済合理性の観点から設けているところでご

ざいます。 

他方、引き続き事業を実施したいというケース

ですけれども、その場合にあっては、この一番右

の箱にありますとおり、使用権の存続期間の延長

というものもすることができるというようにして

おります。この延長に関する手続は、今ご説明し

た一連の手続と、ほぼほぼ同様でございますが、

例えば、縦覧期間は、少し短くなる。6月が 3月に

なるとか、そういった違いはあるところでござい

ますが、基本的に同じということでございます。 

これがガイドラインの構成というふうに書かせ

て頂いておりますが、この地域福利増進事業、全

くの新制度ということもありまして、私共と、今

 

日この会を開いて頂いている土地総合研究所のご

協力も頂きながら、ガイドラインというものを策

定しているところでございます。ガイドラインに

おきましては、このフローの流れに沿って章立て

をして、今ご説明したフローの他、この後ご説明

しますけれども、そもそも地域福利増進事業、ど

ういった施設の整備に使える事業なのかと、どう

いう制度なのかといったことですとか、あるいは

事業の実施に際して、どういった支援が国とか地

方公共団体から受けられるのかとか、そういった

ところもご紹介しているところでございます。 

10 ページ以降は、地域福利増進事業の定義とい

うことで、どのような施設の整備がこの制度の対

象になるかというところをご説明していきたいと

いうふうに思います。 

まず 10ページでは、法律、政令を一覧化してお

示しをしております。対象となる事業ですけれど

も、対象となる事業は、まず左半分をご覧頂けれ

ばと思いますけれども、土地収用法の、いわゆる

収用適格事業との比較で申し上げますと、この法

律で定めている(1)から(6)の部分ですね。これは、

大ざっぱに言えば、収用適格事業のうち、いわば、

この事業のコンセプトですね。地域住民その他の

者の共同の福祉または利便の増進を図るというコ

ンセプトに合致する代表選手のようなものを定め

たものでございまして、こちらについては、収用

法と異なりまして、主体に限定がされていないと

いうところが、大きな特色でございます。例えば、

先ほど概要のところで申し上げましたけれども、

公園は、収用法の方では国、地方公共団体に限ら

れているところ、こちらでは何ら限定されていな

いので、例えば NPO の方とか、地域の自治会の方

が整備することも可能だということでございます。 

そして、続いて(7)と(8)ですけれども、これは、

そもそも収用適格事業には該当しないものでござ

いまして、ただこういったものであっても、周辺

で不足しているような場合にあっては、その公益

性が認められるだろうということで、こういった

区域の要件はかかりますけれども、被災地内にあ

るとか、あるいは、もっとより直接的に周辺で不

足しているとか、そういったところにあっては、

収用法では認められていない購買施設とか教養文

化施設とか、こういったものも整備が可能だとい

うことでございます。 

そして、(9)は、(1)から(6)以外の収用適格事業

のうち、やはり地域住民その他の方の共同の福祉

又は利便の増進を図るというコンセプトに合致す

るのだと、そういったものを政令で定めていると

いうところでございます。 

そして、(10)は、今ご説明した一連の事業の、

いわゆる付帯事業と呼ばれるものでございますけ

れども、これのみを単独で整備することも否定さ

れるものではございませんので、そういった活用

の仕方もあるのかなというふうに考えております。 

先ほど 10ページでは、法令でどうなるかという

ところをご覧頂きましたけれども、11 ページは、

もう少し具体的にどういった施設が該当するのか

というものをご紹介するものでございます。ただ

し、やはり個別法に基づく施設については、その

解釈によって頂きたいということでございまして、

ここでは、個別法に基づかない施設でありますと

か、あるいは個別法の方で、それほど明確な解釈

が置かれてない、そういったものについて、考え

方の目安をお示しさせて頂いているところでござ

います。こういった考え方にそって、やって頂き

たいということでございます。 

12 ページも、上半分は同じなのですけれども、

下半分、これは、先ほど 10ページで申し上げた(8)

の類型ですけれども、購買施設と教養文化施設に

ついては、この周辺地域の同種の施設が著しく不

足しているかどうかというところが、この地域福

利増進事業に該当するかというところを判断する

上での肝になりますので、その部分を少し詳しく

ご紹介するものでございます。 

まず同種の施設かどうかというところを判断す

る上では、どう考えればいいのかということでご

ざいます。どういった単位で種類というものを判

断すればいいのか、ということでございますけれ

ども、こういったところは、上の表でお示しして

いるような単位でご判断頂ければということでご

ざいます。そして、周辺に不足しているというと

ころはどういうふうに判断するのかという点につ

いては、この整備しようとする施設の来訪手段に

着目して、少し分類を試みております。徒歩で来

ることが普通であるというような施設については、

半径 500 メートル、車で来ることが普通だろうと

いうようなものについては、半径 5キロメートル。

こういった範囲内に同種の施設が存在しないとい

うことを、一つ、目安にして頂きたいということ

でございます。 



土地総合研究 2019年夏号176

 

ただ、二つ目の丸にありますとおり、今申し上

げた 500とか 5とか、こういった数字については、

厳密にとらえて頂くのではなくて、地理的条件と

か交通条件、こういったものを考慮して、500と言

わずとも、450とか 400とか、そういった柔軟な判

断というものを、地域のためになるかという観点

からお願いをさせて頂きたいということを、こち

らに少し書かせて頂いております。 

そして、最後の三つ目の丸は、この不足してい

るかどうかということを、いつ誰が最終的に判断

するのかということでございます。これは、先ほ

どの 9 ページのフローで言いますと、公告前の要

件確認の段階ということでございます。ですので、

その後、例えば同種の施設が新しく周辺に立地し

てきた、コンビニをつくろうと思っていたときに、

半径 500 メートル以内に新しくコンビニが立地し

てきたということであっても、あえて裁定申請を

却下する必要はないということは、少し強調させ

て頂いています。 

以上が、どんな事業のどんな施設の整備に使え

る事業なのかというご紹介でございましたけれど

も、13 ページ以降では、もう少し具体的に、どの

ようなシチュエーションにおいて、この制度を使

えるのかということを、少しご紹介をさせて頂き

たいというふうに思います。 

まず 13ページですけれども、まず一つ考えられ

るのは、管理不全の土地。こちらに書いてあると

おり、例えば雑草、雑木が繁茂して、周りに悪影

響を及ぼしているような、そういった管理不全の

土地、こういった土地がある場合に、財産管理制

度の特例というものを、もちろん使うこともでき

るわけなのですけれども、いっそのこと、こうい

った広場とかポケットパークとか、比較的整備に

費用がかからないような形で、地域の中で使って

いく。こういったことが考えられるのではないか

ということでございます。 

このページのみ、少し、ケース 1 とケース 2 と

分けて書かせて頂いておりますけれども、こちら

は、先ほど 10ページでご説明した際に、これらの

(1)から(6)については事業主体が限定されないと

いうことを申し上げましたが、その点を少し強調

させて頂くものでございます。このケース 1 のよ

うに、NPO の方が、1 から 10 まで、事業者として

整備、運営、管理全てやって頂く。もちろん裁定

申請もして、裁定を受ける。そういった立場とし

てやって頂く。こういったことはもちろん可能だ

ということでございますし、もちろん、他方、こ

ういったケース 2 にありますとおり、全てをやる

のは少し荷が重いということで、整備だけ、その

裁定を受けるとか、そういったところだけ市町村

にやって頂いて、NPOはその管理、運営を受託して

やる。そういったことも可能だということを、少

しご紹介をさせて頂いております。事業主体に限

定されないというふうに申し上げましたけれども、

事業スキームも限定されないということが一つ、

この制度の大きな特色かなというふうに考えてい

るところでございます。 

そして、14 ページですけれども、昨今、この所

有者不明土地問題と同様に、人口減少を背景とし

て問題となってきているのが、この空き家の問題

かと思います。この空き家につきましては、数年

前に空き家等対策の推進に関する特別措置法とい

うものが制定されまして、所有者を確知すること

ができない特定空き家と呼ばれるような、これま

た周りに悪影響を及ぼしているような空き家につ

いては、略式代執行で除却できるという制度が設

けられたところでございます。こういった制度、

全国津々浦々で活用されているというふうに聞い

ておりますけれども、結構、聞きますのが、その

跡地の活用についてでございます。こういった跡

地ですけれども、この跡地は、仮に所有者不明土

地に該当するのであれば、今回の地域福利増進事

業によって、地域のために使うことができるので

はないかということでございます。例えば防災空

地とか、そういったものを整備して頂くことも可

能なのではないかということでございます。 

続きまして、15 ページは、少し当たり前のよう

な話で恐縮なのですけれども、先ほどの管理不全

のような土地ではなくても、やはり所有者不明で

あるが故に、結構便利なところにあるのだけれど

も、なぜか使えてない。遊休土地になってしまっ

ている。そういった土地もあるのではないかなと

いうことでございまして、こういったところで、

例えば、こういったコンビニとかいった形でお使

い頂くということも可能だということでございま

す。改めてになるのですけれども、こういった購

買施設というものも整備が可能ということでござ

いまして、別に、その収益性というものを全く否

定はされないというところも、一つ、特色かなと

いうふうに思います。 
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ただ、二つ目の丸にありますとおり、今申し上

げた 500とか 5とか、こういった数字については、

厳密にとらえて頂くのではなくて、地理的条件と

か交通条件、こういったものを考慮して、500と言

わずとも、450とか 400とか、そういった柔軟な判

断というものを、地域のためになるかという観点

からお願いをさせて頂きたいということを、こち

らに少し書かせて頂いております。 

そして、最後の三つ目の丸は、この不足してい

るかどうかということを、いつ誰が最終的に判断

するのかということでございます。これは、先ほ

どの 9 ページのフローで言いますと、公告前の要

件確認の段階ということでございます。ですので、

その後、例えば同種の施設が新しく周辺に立地し

てきた、コンビニをつくろうと思っていたときに、

半径 500 メートル以内に新しくコンビニが立地し

てきたということであっても、あえて裁定申請を

却下する必要はないということは、少し強調させ

て頂いています。 

以上が、どんな事業のどんな施設の整備に使え

る事業なのかというご紹介でございましたけれど

も、13 ページ以降では、もう少し具体的に、どの

ようなシチュエーションにおいて、この制度を使

えるのかということを、少しご紹介をさせて頂き

たいというふうに思います。 

まず 13ページですけれども、まず一つ考えられ

るのは、管理不全の土地。こちらに書いてあると

おり、例えば雑草、雑木が繁茂して、周りに悪影

響を及ぼしているような、そういった管理不全の

土地、こういった土地がある場合に、財産管理制

度の特例というものを、もちろん使うこともでき

るわけなのですけれども、いっそのこと、こうい

った広場とかポケットパークとか、比較的整備に

費用がかからないような形で、地域の中で使って

いく。こういったことが考えられるのではないか

ということでございます。 

このページのみ、少し、ケース 1 とケース 2 と

分けて書かせて頂いておりますけれども、こちら

は、先ほど 10ページでご説明した際に、これらの

(1)から(6)については事業主体が限定されないと

いうことを申し上げましたが、その点を少し強調

させて頂くものでございます。このケース 1 のよ

うに、NPO の方が、1 から 10 まで、事業者として

整備、運営、管理全てやって頂く。もちろん裁定

申請もして、裁定を受ける。そういった立場とし

てやって頂く。こういったことはもちろん可能だ

ということでございますし、もちろん、他方、こ

ういったケース 2 にありますとおり、全てをやる

のは少し荷が重いということで、整備だけ、その

裁定を受けるとか、そういったところだけ市町村

にやって頂いて、NPOはその管理、運営を受託して

やる。そういったことも可能だということを、少

しご紹介をさせて頂いております。事業主体に限

定されないというふうに申し上げましたけれども、

事業スキームも限定されないということが一つ、

この制度の大きな特色かなというふうに考えてい

るところでございます。 

そして、14 ページですけれども、昨今、この所

有者不明土地問題と同様に、人口減少を背景とし

て問題となってきているのが、この空き家の問題

かと思います。この空き家につきましては、数年

前に空き家等対策の推進に関する特別措置法とい

うものが制定されまして、所有者を確知すること

ができない特定空き家と呼ばれるような、これま

た周りに悪影響を及ぼしているような空き家につ

いては、略式代執行で除却できるという制度が設

けられたところでございます。こういった制度、

全国津々浦々で活用されているというふうに聞い

ておりますけれども、結構、聞きますのが、その

跡地の活用についてでございます。こういった跡

地ですけれども、この跡地は、仮に所有者不明土

地に該当するのであれば、今回の地域福利増進事

業によって、地域のために使うことができるので

はないかということでございます。例えば防災空

地とか、そういったものを整備して頂くことも可

能なのではないかということでございます。 

続きまして、15 ページは、少し当たり前のよう

な話で恐縮なのですけれども、先ほどの管理不全

のような土地ではなくても、やはり所有者不明で

あるが故に、結構便利なところにあるのだけれど

も、なぜか使えてない。遊休土地になってしまっ

ている。そういった土地もあるのではないかなと

いうことでございまして、こういったところで、

例えば、こういったコンビニとかいった形でお使

い頂くということも可能だということでございま

す。改めてになるのですけれども、こういった購

買施設というものも整備が可能ということでござ

いまして、別に、その収益性というものを全く否

定はされないというところも、一つ、特色かなと

いうふうに思います。 

 

そして、こちら、最後になるのですけれども、

もう一つ考えられるかなと思っておりますのが、

こういった施設の建て替えに伴う仮設施設の整備

というシチュエーションでございます。先ほど 10

ページで、対象事業、こういったものがあるとい

うふうにご説明した際に、例えば道路ですとか、

あるいはこのページでも触れている保育園ですと

か、結構、長期間供用することが普通だろうとい

うような施設が混じっていて、一定期間の使用権、

そして、原状回復も前提としているのに、本当に

使えるのかなというふうに疑問に思われた方もい

らっしゃるかもしれませんけれども、こういった

既存の施設の建て替えに伴う仮設施設の整備、こ

ういった場合にお使い頂けるのではないかという

ことで、対象にしているということだとご理解頂

ければというふうに思います。 

ここで、少しこの右の図が分かりやすいので、

ちょっと触れたいと思うのですけれども、この地

域福利増進事業、別にこの所有者不明土地だけを

使ってやらなければならない事業ではございませ

ん。所有者が分かっている土地、この図で言いま

すと、青い土地ですね。これを含めて事業区域と

して施設を整備すると。そういったことも可能だ

ということでございます。 

ということで、以上、いくつか、この事業の活

用が想定されるようなシチュエーションをご説明

してきました。この 17ページでは、本日は時間も

限られておりますので、先ほどご説明した一連の

手続の中でも、まずこの事業を実施しようとした

ときにどういった準備が必要になるのかといった

意味で、裁定申請にあたって必要となる書類とい

うものを、少しご紹介をさせて頂きたいというふ

うに思います。この中でもメインとなりますのは、

この上の裁定申請書、事業計画書、補償金額見積

書という三つの書類でございます。いずれの書類

も、この記載事項の詳細な留意事項でありますと

か、あるいはそもそも書類の記載例とか、そうい

ったものにつきましては、ガイドラインの方でお

示しをさせて頂いておりますので、詳細はそちら

の方をご覧頂ければというふうに思いますが、今

日はこの中でも本法特有というか、少し分かりづ

らい項目もあるのかなと思いますので、そういっ

たところ、あるいは重要なところ、そういったと

ころに絞って、ご説明をしていきたいというふう

に思います。 

まず裁定申請書の中で申し上げますと、この裁

定申請をする理由というものが少し抽象的で分か

りにくいかなというふうに思うのですけれども、

この部分は、一言で言えば、その事業の公益性を

説明して頂くものでございます。地域住民の福祉

利便の増進がどういうふうに図られるのかといっ

たところをご説明して頂くということを想定して

おります。また、先ほど不足している要件が関係

すると申し上げた購買施設とか、そういったもの

については、まさに不足しているのだという旨を、

この部分でしっかりと説明して頂くということを

想定しております。また、この六つ目ですね。土

地の所有者の全部または一部を確知することがで

きない事情というものについては、ここでは先ほ

ど冒頭でご説明した土地所有者の探索というもの

を具体的にどういうふうに行ったのかというとこ

ろを記載して頂くことを想定しております。その

探索の結果得られた情報ですとか、あるいはこれ

以上の探索がもう難しいのだと、そういったとこ

ろをしっかりここのところで説明をして頂くと。

そういったことを想定しております。 

事業計画書に移りたいと思いますけれども、事

業計画書におきましては、まず最初のところです

ね。施設の利用条件といったものを書いて頂きた

いということとしております。施設について、例

えば利用料を設定するとか、利用者を限定すると

いった場合にあっては、その内容を具体的に書い

て頂きたいということとしております。と言いま

すのも、やはりこの事業、地域住民の皆さまのた

めの事業でございますので、その利用者の方を不

当に限定するようなことがあってはならないとい

ったことで、そういったところをチェックできる

ように、書いて頂くということにしております。 

三つ目と四つ目の権利取得計画、資金計画とい

うものは、事業の実現可能性を判断する上で、書

いて頂きたいというものでございます。まず権利

取得計画というものは、先ほど 16ページで所有者

不明土地だけではなくて、所有者が分かっている

土地も使えるということを申し上げましたけれど

も、この所有者が分かっている土地の権利の取得

の状況について示して頂いて、事業が実現できそ

うかと、他の土地はしっかり用意できそうかとい

うところを見るというものでございます。そして、

資金計画については、もちろん施設の整備、運営

に要する費用は書いて頂きたいのですけれども、
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その他、最後に行わなければならない原状回復、

こういったものに要する費用というものもしっか

り調達できるのか。こういったところもお示し頂

くということとしております。 

そして、その肝心の原状回復措置の内容につい

ては、どういったことをやらなければならないの

か。分かりやすいのは、もちろん何か施設を整備

するのでしょうから、その施設を撤去するという

ことであるとは思いますけれども、その他、例え

ば土地の形質の変更とか、そういったことをする

のであれば、そういったところも含めて、しっか

り原状回復措置の内容というものを正しく認識で

きているのかというところを見るために、書いて

頂くということとしているところでございます。 

そして、最後、補償金額見積書ですけれども、

ここでは、やはり補償金の見積もりというものを

行って頂くというのが、一番ハードな作業になる

かと思います。この点については、どういうふう

に計算すればよいのかと、算定すればいいのかと

いうところについては、ガイドラインの方で考え

方をお示しをさせて頂いているところでございま

す。その考え方に沿って、不動産鑑定士の方の知

恵も借りながら行って頂きたいということを、ガ

イドラインの方では書かせて頂いているところで

ございます。 

今もちょっと触れましたとおり、不動産鑑定の

ような、さまざまな場面で、一連の書類の作成に

あたっては、こういった司法書士、行政書士、弁

護士、家屋調査士、補償コンサルタントの皆さま、

こういった方々のご協力、ノウハウが不可欠かな

というふうに我々としても考えておりますので、

ぜひご協力を頂ければというところでございます。 

ということで、以上、本法の手続について、ご

説明をさせて頂きましたけれども、18 ページ以降

は、地域福利増進事業の活用を推進するために、

その他講じている制度的な支援でございます。 

まず 18ページは、税制上の支援ということでご

ざいまして、大きく二つの特例を設けているとこ

ろでございます。まず一つ目が、所得税、法人税

ということで、事業者に対して、土地などを譲渡

した場合に生じます譲渡所得、これに係る税率と

いうものを一定軽減しようというものでございま

す。そして、もう一つが、固定資産税、都市計画

税の関係ということで、事業の用に供する土地な

どに係る固定資産税等の課税標準を軽減しようと

いうものでございます。この特例措置ですけれど

も、所有者不明土地だけに適用されるというもの

ではございませんで、所有者が判明している土地

についても適用はあるということでございます。

ただし、ですけれども、この※1のところで少し書

かせて頂いておりますが、この青い土地ですね。

所有者が判明している土地については、少し要件

がかかっておりますので、その点だけご留意を頂

ければということでございます。 

19 ページは、同じくこの事業推進のために講じ

ている制度的な支援ということで、予算上の支援

についてでございます。一つ目の丸にありますと

おり、この地域福利増進事業に関するモデル的事

業というものを推進するために、所有者の探索、

あるいは事業計画の策定、関係者との調整、専門

家への委託、こういったものに要する費用という

ものを支援するということとさせて頂いておりま

す。この支援対象につきましては、左下の枠のと

ころに、このようにお示しをさせて頂いておりま

すけれども、地域福利増進事業の特色同様、利用

する主体、何ら限定はしていないということでご

ざいます。モデル調査ということでございまして、

公募を行った上で、有識者委員会の評価も踏まえ

ながら、採択事業というものを選定するというこ

ととしているのですけれども、この公募は、実は 2

回に分けて行っていこうということを考えており

まして、第 1 弾は、既に 5 月で締め切ってしまっ

ているのですけれども、第 2 弾を 7 月以降に行っ

ていきたいというふうに考えておりますので、も

しこの地域福利増進事業の活用を検討するような

ことがあれば、ぜひご応募の方をご検討頂ければ

というふうに思います。 

続きまして、20 ページはその他の援助というこ

とで、まず上半分では、都道府県、市町村の皆さ

まに設置頂いている連絡窓口における対応という

ことで、一つ目は、丸のところですけれども、当

然ながら、個別案件の相談、あるいは、先ほどご

説明した土地所有者等関連情報の請求に関する相

談、こういったところを、こういった公共団体の

皆さまにはやって頂きたいということを、ガイド

ラインの方でお願いをさせて頂いているというこ

とでございます。また、二つ目の丸ですけれども、

事業者の方は、もちろん裁定申請に必要な書類の

作成にあたっては、こういった専門家の方々に依

頼するということが想定されますので、こういっ
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その他、最後に行わなければならない原状回復、

こういったものに要する費用というものもしっか

り調達できるのか。こういったところもお示し頂

くということとしております。 

そして、その肝心の原状回復措置の内容につい

ては、どういったことをやらなければならないの

か。分かりやすいのは、もちろん何か施設を整備

するのでしょうから、その施設を撤去するという

ことであるとは思いますけれども、その他、例え

ば土地の形質の変更とか、そういったことをする

のであれば、そういったところも含めて、しっか

り原状回復措置の内容というものを正しく認識で

きているのかというところを見るために、書いて

頂くということとしているところでございます。 

そして、最後、補償金額見積書ですけれども、

ここでは、やはり補償金の見積もりというものを

行って頂くというのが、一番ハードな作業になる

かと思います。この点については、どういうふう

に計算すればよいのかと、算定すればいいのかと

いうところについては、ガイドラインの方で考え

方をお示しをさせて頂いているところでございま

す。その考え方に沿って、不動産鑑定士の方の知

恵も借りながら行って頂きたいということを、ガ

イドラインの方では書かせて頂いているところで

ございます。 

今もちょっと触れましたとおり、不動産鑑定の

ような、さまざまな場面で、一連の書類の作成に

あたっては、こういった司法書士、行政書士、弁

護士、家屋調査士、補償コンサルタントの皆さま、

こういった方々のご協力、ノウハウが不可欠かな

というふうに我々としても考えておりますので、

ぜひご協力を頂ければというところでございます。 

ということで、以上、本法の手続について、ご

説明をさせて頂きましたけれども、18 ページ以降

は、地域福利増進事業の活用を推進するために、

その他講じている制度的な支援でございます。 

まず 18ページは、税制上の支援ということでご

ざいまして、大きく二つの特例を設けているとこ

ろでございます。まず一つ目が、所得税、法人税

ということで、事業者に対して、土地などを譲渡

した場合に生じます譲渡所得、これに係る税率と

いうものを一定軽減しようというものでございま

す。そして、もう一つが、固定資産税、都市計画

税の関係ということで、事業の用に供する土地な

どに係る固定資産税等の課税標準を軽減しようと

いうものでございます。この特例措置ですけれど

も、所有者不明土地だけに適用されるというもの

ではございませんで、所有者が判明している土地

についても適用はあるということでございます。

ただし、ですけれども、この※1のところで少し書

かせて頂いておりますが、この青い土地ですね。

所有者が判明している土地については、少し要件

がかかっておりますので、その点だけご留意を頂

ければということでございます。 

19 ページは、同じくこの事業推進のために講じ

ている制度的な支援ということで、予算上の支援

についてでございます。一つ目の丸にありますと

おり、この地域福利増進事業に関するモデル的事

業というものを推進するために、所有者の探索、

あるいは事業計画の策定、関係者との調整、専門

家への委託、こういったものに要する費用という

ものを支援するということとさせて頂いておりま

す。この支援対象につきましては、左下の枠のと

ころに、このようにお示しをさせて頂いておりま

すけれども、地域福利増進事業の特色同様、利用

する主体、何ら限定はしていないということでご

ざいます。モデル調査ということでございまして、

公募を行った上で、有識者委員会の評価も踏まえ

ながら、採択事業というものを選定するというこ

ととしているのですけれども、この公募は、実は 2

回に分けて行っていこうということを考えており

まして、第 1 弾は、既に 5 月で締め切ってしまっ

ているのですけれども、第 2 弾を 7 月以降に行っ

ていきたいというふうに考えておりますので、も

しこの地域福利増進事業の活用を検討するような

ことがあれば、ぜひご応募の方をご検討頂ければ

というふうに思います。 

続きまして、20 ページはその他の援助というこ

とで、まず上半分では、都道府県、市町村の皆さ

まに設置頂いている連絡窓口における対応という

ことで、一つ目は、丸のところですけれども、当

然ながら、個別案件の相談、あるいは、先ほどご

説明した土地所有者等関連情報の請求に関する相

談、こういったところを、こういった公共団体の

皆さまにはやって頂きたいということを、ガイド

ラインの方でお願いをさせて頂いているというこ

とでございます。また、二つ目の丸ですけれども、

事業者の方は、もちろん裁定申請に必要な書類の

作成にあたっては、こういった専門家の方々に依

頼するということが想定されますので、こういっ

 

た専門家からの相談についても、しっかり応じて

頂きたいということを、少し公共団体の皆さまに

対してお願いさせて頂いているということがござ

いますので、その点をご紹介させて頂くものでご

ざいます。 

そして、下半分ですね。この地方公共団体によ

る援助というものは、これは、法律で定められて

いる努力義務でございまして、こういった中にも、

例えば、この専門家の方々のあっせんといったも

のも規定されてございますので、こういったこと

を、実際に地方公共団体が行う際には、ぜひ専門

家の皆さまも今日いらっしゃると思いますけれど

も、ご協力頂きたいということでございます。 

そして、21 ページですけれども、これは、先ほ

ど横山からの説明の中にもありましたとおり、

我々国から地方公共団体の皆さまへの支援の取組

の一環として、こういった協議会というものを、

地方整備局への管轄区域ごとに設置をさせて頂い

ているところでございます。法務局ですとか、あ

るいは都道府県のご協力も頂き、また、こちらの

関係団体の皆さまのご協力も頂きながら、こうい

った協議会を設置しているところでございます。

具体的な取組内容としましては、こちらにありま

すとおり、この所有者不明土地法の円滑な施行の

ための支援ということと、用地業務一般への支援

ということでございまして、中でも、こちらにあ

りますとおり、相談窓口の設置ですとか、講習会・

講演会の開催、こういったところを通じて支援を

していきたいというふうに考えておりますので、

ぜひご活用頂ければというふうに思います。 

以上が、地域福利増進事業に関連してのご説明

でございまして、22 ページは、所有者不明土地を

円滑に利用するためのもう一つの仕組みでありま

す土地収用法の特例についてでございます。この

ページ、上半分でお示ししておりますのが、元々

あった土地収用法の手続でございます。公益性の

確認等というものを、この事業認定という段階で

行って、その後、補償金の額等について、この裁

決の手続で決定していくということを取っていた

ということでございます。これに対しまして、こ

の法律において特例として設けたのが、この下の

黄色の方の手続でございます。ですので、青と黄

色の部分を比較して頂ければと思いますが、青の

方では、こちらにありますとおり、二つ、少し太

い枠になっているかと思いますが、二つの裁決が

あったということでございますが、これが、下の

黄色の箱では、一つの裁定にまとまっているとい

うことでございます。また、この裁決の前に、そ

れぞれ審理というものがあるかと思いますが、こ

ういったものは下にはないということでございま

す。こういったところをもって、少しでも手続の

円滑化、合理化していきたいということでござい

ます。 

この特例の手続を少し見ていきますと、おおむ

ね先ほどの地域福利増進事業と同様でございます。

都道府県の方に裁定申請を頂いて、その後、都道

府県において、確認をして頂くことになるわけで

すけれども、そこで問題ないということであれば、

公告縦覧の手続を行って頂いて、異議があるかな

いかといったところも確認頂くということでござ

います。残念ながら異議があるということであれ

ば、その段階で、裁定申請は却下ということにな

りますけれども、これで全然事業ができなくなる

かというと、そういうわけではございませんで、

あくまで元の手続に戻るということでございます。

無事、異議がないということであれば、収用委員

会の意見の方を聞いて頂いた上で、このとおり慎

重を期して、補償金の額については収用委員会の

意見を聞いて頂いた上で、裁定を行って頂くと。

そういった流れになっているということでござい

ます。この土地収用法の特例ですけれども、この

三つ目の丸に書いてありますとおり、いわゆる収

用適格事業のみならず、都市計画事業についても

ご活用頂くことが可能でございますので、そうい

った活用の機会があれば、これもご検討頂ければ

というふうに思います。 

23ページ、24ページは、この所有者不明土地法

に基づく取組ではないのですけれども、この所有

者不明土地法の制定に併せまして取り組んでいる、

事業認定の円滑化に関するご紹介でございます。

どうしても、やはりこの収用制度というものはハ

ードルが高いというふうに思われていて、使えな

い、使いづらいというふうに思われている節があ

るということでございまして、こういったところ

を少しでも使いやすいというか、使える制度だな

というふうに思って頂くためにやっている取組だ

ということでございます。 

二つ取り組んでいることがあるのですけども、

23 ページでご紹介しているのは、まず相談窓口の

設置ということでございまして、昨年の 4 月に本
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省におきまして、そして昨年 6 月に各地方整備局

におきまして、事業認定に係る相談窓口というも

のを整備させて頂いているところでございます。

こちら、下の枠の一つ目の丸にありますとおり、

起業地の設定についての考え方ですとか、公益性

の説明方法、書類の作成方法、こういったところ

について、幅広くアドバイスをさせて頂いており

ます。 

そして、もう一つ取り組んでおりますのが、事

業認定申請の手引きということで、マニュアルの

策定でございます。こちら、昨年の 6 月に策定を

させて頂いておりますけれども、今般この 6 月に

その改訂をさせて頂くということで、その内容を

少しこちらではご紹介させて頂いております。三

つほど柱がございますけれども、ニーズのある事

業の多い事例というものを大幅に追加させて頂い

ているということの他、皆さまにそのままお使い

頂けるような形で、事業計画書の作成例といった

ものを紹介するとか、そういった取組をやってい

るということでございます。また、防災、減災と

か老朽化対策、あるいは復旧、復興に使えるよう

な関連制度というものも、説明を充実させて頂い

ているということでございます。こういったとこ

ろをもって、少しでも収用制度をご活用頂ければ

というふうに思っているところでございます。 

続きまして、25 ページは、適切に管理するため

の仕組みとして講じております、財産管理制度に

関する民法の特例についてでございます。どうい

う制度かというと、国あるいは地方公共団体であ

れば、所有者不明土地の適切な管理のため、必要

のある場合であれば、この財産管理の選任の請求

をできるということでございます。この適切な管

理のため特に必要があると認められる場合とはど

ういう場合なのかということは、最終的には家庭

裁判所の判断にはなるのですけれども、我々とし

て想定しておりますのは、例えばごみが不法投棄

されていて、悪臭とか害虫とかが発生して、周り

に悪影響を及ぼしているとか、あるいは雑草とか

雑木が繁茂していて、隣の土地に越境してしまっ

ているとか、そういった形で、周りに悪影響を及

ぼしている場合かなというふうに想定をしている

ところでございます。選任請求する側においては、

この青字の部分、最初の申立、そして予納金の納

付というところを行って頂ければよくて、あとは

実際には家庭裁判所と財産管理人の間で手続が進

んでいくと。その財産管理人によって、所有者不

明土地の適切な管理というものが実現すると。そ

ういった制度でございます。 

そして、26 ページは、探索を合理化するための

もう一つの仕組みでございます、この不動産登記

法の特例でございます。登記官の方で、公共の利

益となる事業、本法の収用適格事業とか地域福利

増進事業はもちろんですけれども、その他、例え

ば土地区画整理事業とか、あるいは防災、減災な

どの事業、こういったものも幅広く含まれるとい

うことでございますが、こういった公益的な事業

を実施しようとする者、典型的には地方公共団体

の方かと思いますけれども、そういった方のニー

ズに応じまして、調査を行い、その事業の実施を

する区域内の土地が、この特定登記未了土地と呼

ばれる土地、登記名義人をしっかり探索する必要

があるというような土地に該当して、そして、長

期間、具体的には 30年間を超えて相続登記がされ

ていないという場合にあっては、その登記名義人

となり得る者、相続人の方が典型かと思いますけ

れども、そういった方々を探索して、一定事項等

とありますけれども、そういった長期間相続登記

がされていない土地であるということであったり

とか、あるいは探索の結果を確認するために必要

な事項とありますけれども、この登記官の方が探

索をした結果というものを、こちらが法定相続人

情報等と、このフローの⑥のところで呼んでおり

ますけれども、相続人の一覧というような形でま

とめることとされておりまして、そういったもの

を活用するために必要な事項ということで、そう

いったものも記録するといったこと。そして、さ

らには、この登記名義人となり得る者、すなわち

相続人の方に対して、こういった方々が分かった

場合にあっては、相続登記をして下さいねという

勧告も行うということとしております。 

こういったところをもって、少しでも所有者不

明土地の発生抑制につなげていければということ

でありますし、また、先ほどの登記の付記の部分

でございますけれども、こういったことをもって、

事業を実施する方は、まず登記を見た段階で、こ

こは少し探索が難しい土地なのだということが一

見して分かって、例えば事業計画を変更するとか、

そういったところも取りやすくなるといった効果

が期待できるところでございますし、また、どう

してもそこでやりたいということであっても、先
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省におきまして、そして昨年 6 月に各地方整備局

におきまして、事業認定に係る相談窓口というも

のを整備させて頂いているところでございます。

こちら、下の枠の一つ目の丸にありますとおり、

起業地の設定についての考え方ですとか、公益性

の説明方法、書類の作成方法、こういったところ

について、幅広くアドバイスをさせて頂いており

ます。 

そして、もう一つ取り組んでおりますのが、事

業認定申請の手引きということで、マニュアルの

策定でございます。こちら、昨年の 6 月に策定を

させて頂いておりますけれども、今般この 6 月に

その改訂をさせて頂くということで、その内容を

少しこちらではご紹介させて頂いております。三

つほど柱がございますけれども、ニーズのある事

業の多い事例というものを大幅に追加させて頂い

ているということの他、皆さまにそのままお使い

頂けるような形で、事業計画書の作成例といった

ものを紹介するとか、そういった取組をやってい

るということでございます。また、防災、減災と

か老朽化対策、あるいは復旧、復興に使えるよう

な関連制度というものも、説明を充実させて頂い

ているということでございます。こういったとこ

ろをもって、少しでも収用制度をご活用頂ければ

というふうに思っているところでございます。 

続きまして、25 ページは、適切に管理するため

の仕組みとして講じております、財産管理制度に

関する民法の特例についてでございます。どうい

う制度かというと、国あるいは地方公共団体であ

れば、所有者不明土地の適切な管理のため、必要

のある場合であれば、この財産管理の選任の請求

をできるということでございます。この適切な管

理のため特に必要があると認められる場合とはど

ういう場合なのかということは、最終的には家庭

裁判所の判断にはなるのですけれども、我々とし

て想定しておりますのは、例えばごみが不法投棄

されていて、悪臭とか害虫とかが発生して、周り

に悪影響を及ぼしているとか、あるいは雑草とか

雑木が繁茂していて、隣の土地に越境してしまっ

ているとか、そういった形で、周りに悪影響を及

ぼしている場合かなというふうに想定をしている

ところでございます。選任請求する側においては、

この青字の部分、最初の申立、そして予納金の納

付というところを行って頂ければよくて、あとは

実際には家庭裁判所と財産管理人の間で手続が進

んでいくと。その財産管理人によって、所有者不

明土地の適切な管理というものが実現すると。そ

ういった制度でございます。 

そして、26 ページは、探索を合理化するための

もう一つの仕組みでございます、この不動産登記

法の特例でございます。登記官の方で、公共の利

益となる事業、本法の収用適格事業とか地域福利

増進事業はもちろんですけれども、その他、例え

ば土地区画整理事業とか、あるいは防災、減災な

どの事業、こういったものも幅広く含まれるとい

うことでございますが、こういった公益的な事業

を実施しようとする者、典型的には地方公共団体

の方かと思いますけれども、そういった方のニー

ズに応じまして、調査を行い、その事業の実施を

する区域内の土地が、この特定登記未了土地と呼

ばれる土地、登記名義人をしっかり探索する必要

があるというような土地に該当して、そして、長

期間、具体的には 30年間を超えて相続登記がされ

ていないという場合にあっては、その登記名義人

となり得る者、相続人の方が典型かと思いますけ

れども、そういった方々を探索して、一定事項等

とありますけれども、そういった長期間相続登記

がされていない土地であるということであったり

とか、あるいは探索の結果を確認するために必要

な事項とありますけれども、この登記官の方が探

索をした結果というものを、こちらが法定相続人

情報等と、このフローの⑥のところで呼んでおり

ますけれども、相続人の一覧というような形でま

とめることとされておりまして、そういったもの

を活用するために必要な事項ということで、そう

いったものも記録するといったこと。そして、さ

らには、この登記名義人となり得る者、すなわち

相続人の方に対して、こういった方々が分かった

場合にあっては、相続登記をして下さいねという

勧告も行うということとしております。 

こういったところをもって、少しでも所有者不

明土地の発生抑制につなげていければということ

でありますし、また、先ほどの登記の付記の部分

でございますけれども、こういったことをもって、

事業を実施する方は、まず登記を見た段階で、こ

こは少し探索が難しい土地なのだということが一

見して分かって、例えば事業計画を変更するとか、

そういったところも取りやすくなるといった効果

が期待できるところでございますし、また、どう

してもそこでやりたいということであっても、先

 

ほど申し上げたようなこの法定相続人情報を活用

することができるようになって、少し探索が楽に

なると、こういった効果が期待されるということ

でございます。 

ということで、この法律についての説明は以上

でございます。少しでもこれらの制度を皆さまに

ご活用頂きまして、この所有者不明土地が地域に

役立つ土地になればというふうに、我々願ってお

りますので、ぜひ活用してみたいとか、あるいは、

ご不明な点とかございましたら、私共の方にお気

軽にお問い合わせ頂ければというふうに思います。

私からは以上でございます。 

 

 


